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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軸筒内に複数の筆記体を収容するとともに、該軸筒の後端付近から先端方向に長手方向
に沿って形成される複数のスライド窓を有する筆記具の後端に取り付ける着脱可能な筆記
具取付部品であって、
　前記筆記具の後端に接する先端面と、
　前記先端面から前記筆記具の先端方向へ突設されるとともに、前記複数のスライド窓の
各々に対応する複数の係合爪と、を備え、
　前記各係合爪は、前記先端方向へ延伸する延伸片と、該延伸片の先端において筆記具の
中心軸方向へ折れ曲がった係止片とを備えるとともに、該係止片は前記スライド窓の後端
に係止するものであることを特徴とする筆記具取付部品。
【請求項２】
　前記先端面を有する基部と、該基部の後端側に装着される機能部と、前記機能部を覆う
被覆部とを備えることを特徴とする請求項１記載の筆記具取付部品。
【請求項３】
　請求項２記載の筆記具取付部品が後端に取り付けられている筆記具であって、
　前記複数の筆記体のうち少なくとも１つ及び前記機能部はそれぞれ、いずれかの筆記体
の描線を消去するための消去具として形成されていることを特徴とする筆記具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】



(2) JP 6969896 B2 2021.11.24

10

20

30

40

50

【０００１】
　本発明は、筆記具の後端に取り付ける部品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、筆記具の後端に様々な部品を取り付けることがあった。たとえば、筆記具が
シャープペンシルの場合には消しゴムがそのような部品として取り付けられることが多い
。また、熱変色性のインクを使用するボールペンの場合には、摩擦用のラバーをそのよう
な部品として後端に取り付けることもある。
　下記特許文献１には、ゴム状弾性を有する弾性部を、軸筒の後部にネジ嵌合により着脱
自在な頭冠に取り付けた多芯筆記具が開示されている。
　また、下記特許文献２には、軸筒の後端に孔を設けて、そこにイヤフォンジャックアク
セサリーを取り付け可能とした多芯筆記具が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１３－４９１９２号公報
【特許文献２】特開２０１５－１４３０２０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は、筆記具の後端に、ネジ嵌合のような回転取り付け動作も要さず、かつ、孔の
ような意匠性を減ずるような構造も要さずに、着脱容易な取付部品を提供することを課題
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記の課題を解決すべく、本発明は、軸筒51内に複数の筆記体56を収容するとともに、
該軸筒51の後端付近から先端方向に長手方向に沿って形成される複数のスライド窓53を有
する筆記具50の後端に取り付ける筆記具取付部品10であって、
　前記筆記具50の後端に接する先端面21と、
　前記先端面21から前記筆記具50の先端方向へ突設されるとともに、前記複数のスライド
窓53の各々に対応する複数の係合爪30と、を備え、
　前記各係合爪30は、前記先端方向へ延伸する延伸片31と、該延伸片31の先端において筆
記具50の中心軸方向へ折れ曲がった係止片32とを備えるとともに、該係止片32は前記スラ
イド窓53の後端に係止するものであることを特徴とする。
【０００６】
　なお、以下の記載では、筆記具50の先端側に当たる方向を「先端」側とし、その反対側
を「後端」側とする。
　「スライド窓53」とは、筆記具50内に収容されている軸筒51のノック動作のためのスラ
イドボタン55等が前後にスライドする空間として設けられた開口部である。本発明に係る
筆記具取付部品10は、筆記具50後端に取り付けられる際、このスライド窓53の後端に係止
することとなっている。具体的には、筆記具取付部品10の先端面21から突設される係合爪
30のうち延伸片31が、筆記具50後端縁から筆記具50先端方向へ延伸する。そしてその延伸
片31の先端は中心軸方向に折れ曲がり係止片32となっており、これがスライド窓53の後端
に係止する。この係止片32による係止は、各スライド窓53の少なくとも一部について行わ
れる。
【０００７】
　なお、係合爪30の材質については特に限定はないが、スライド窓53への着脱の際に若干
の弾性変形が起こることを考慮すると金属で形成することが望ましい。
　以上により、筆記具50のスライド窓53に対応する複数の係合爪30を備えることで、筆記
具取付部品10は若干の弾性変形をもって容易に筆記具50に取り付けることができる。
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【０００８】
　また、本発明に係る筆記具取付部品10は、前記先端面21を有する基部20と、該基部20の
後端側に装着される機能部15とを備えることとしてもよい。ここで、「機能部15」とは、
筆記具取付部品10に何らかの機能を具備させるものをいう。たとえば複数の筆記体56のう
ちにシャープペンシルリフィル61が含まれている場合には、機能部15として消去体57とし
ての消しゴムを備えることもできる。また、複数の筆記体56のうちに含まれるボールペン
リフィル60に、熱変色性のインクが充填されている場合には、消去体57としての摩擦用の
ラバーを機能部15として備えることもできる。なお、熱変色性インクとは、常温（たとえ
ば２５℃）で所定の色彩（第１色）を維持し、所定温度（たとえば６５℃）まで昇温させ
ると別の色彩（第２色）へと変化し、その後、所定温度（たとえば１０℃）まで冷却させ
ると、再び元の色彩（第１色）へと復帰する性質を有するインクをいう。一般的には第２
色を無色とし、第１色（たとえば赤）で筆記した描線を昇温させて無色とする構成となる
。その他、機能部15として、印鑑や、固形着色具、ストラップ等、また、装飾目的のアク
セサリー等を備えることも可能である。なお、機能部15の消去体57としての機能は上記に
限られるものではなく、筆記体56の描線の性質に応じた様々なものを採用することができ
る。
【０００９】
　なお、複数の筆記体56のうち、少なくとも１つを、いずれかの筆記体56の描線を消去す
るための消去体57として形成されていることとしてもよい。
【００１０】
　さらに、本発明に係る筆記具取付部品10は、前記機能部15を覆う被覆部40を備えること
としてもよい。すなわち、機能部15に対するキャップやカバーといったものを「被覆部40
」とすることができる。
　また、本発明に係る筆記具取付部品10を後端に取り付けた筆記具50そのものを製品とす
ることもできる。そして、筆記具取付部品10は、摩耗や破損等の必要に応じ、また、使用
者の所望により、交換することが可能である。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明は、以上のように構成されているので、筆記具の後端に、ネジ嵌合のような回転
取り付け動作も要さず、かつ、孔のような意匠性を減ずるような構造も要さずに、着脱容
易な取付部品を提供することが可能となっている。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の第１の実施の形態に係る筆記具取付部品を装着した筆記具において、（
Ａ）筆記体の収納状態及び（Ｂ）筆記体の突出状態をいずれも右側面図で示す。
【図２】本発明の第１の実施の形態に係る筆記具取付部品を（Ａ）上方斜視図、（Ｂ）平
面図、（Ｃ）正面図及び（Ｄ）右側面図で示す。
【図３】本発明の第１の実施の形態に係る筆記具取付部品を（Ａ）下方斜視図及び（Ｂ）
底面図で示す。
【図４】図２（Ｃ）におけるIV－IV断面図を示す。
【図５】本発明の第１の実施の形態に係る筆記具取付部品の基部を（Ａ）上方斜視図、（
Ｂ）平面図、（Ｃ）正面図及び（Ｄ）右側面図で示す。
【図６】図５（Ｃ）におけるVI－VI断面図を示す。
【図７】本発明の第１の実施の形態に係る筆記具取付部品の被覆部を（Ａ）正面図、（Ｂ
）下方斜視図及び（Ｃ）底面図で示す。
【図８】図７（Ａ）におけるVIII－VIII断面図を示す。
【図９】本発明の第１の実施の形態に係る筆記具取付部品の筆記具への取り付けの状態を
（Ａ）下方斜視図及び（Ｂ）上方斜視図にて示す。
【図１０】本発明の第１の実施の形態に係る筆記具取付部品を装着した筆記具を右側面断
面図で示す。
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【図１１】本発明の第２の実施の形態に係る筆記具取付部品を装着した筆記具において、
筆記体の収納状態を（Ａ）正面図、（Ｂ）右側面図及び（Ｃ）（Ａ）のXI－XI断面図で示
す。
【図１２】本発明の第２の実施の形態に係る筆記具取付部品を装着した筆記具において、
先軸を取り外した状態を示した斜視図である。
【図１３】本発明の第２の実施の形態で用いられるシャープペンシル芯に用いる黒色粒子
を示す概略図面であり、（Ａ）は概略側面図、（Ｂ）は概略平面図である。
【図１４】本発明の第２の実施の形態に係る消しゴムリフィルを、(Ａ）斜視図、（Ｂ）
正面図、（Ｃ）右側面図、（Ｄ）（Ｂ）におけるXIV－XIV断面図、（Ｅ）背面図、（Ｆ）
底面図及び（Ｇ）平面図で示す。
【図１５】図１４における筒部を、(Ａ）背面側を上向きにした斜視図、（Ｂ）背面側を
上向きにした左側面図、（Ｃ）正面図、（Ｄ）右側面図及び（Ｅ）（Ｃ）におけるXV－XV
断面図で示す。
【図１６】図１４におけるストッパを、(Ａ）斜視図、（Ｂ）正面図、（Ｃ）右側面図、
（Ｄ）（Ｂ）におけるXVI－XVI断面図、（Ｅ）背面図及び（Ｆ）底面図で示す。
【図１７】本発明の第２の実施の形態に係る固形芯リフィルを、(Ａ）左側面側を上向き
にした斜視図、（Ｂ）左側面図、（Ｃ）正面図、（Ｄ）右側面図及び（Ｅ）（Ｃ）におけ
るXVII－XVII断面図で示す。
【図１８】図１７における筒部を、(Ａ）背面側を上向きにした斜視図、（Ｂ）背面図、
（Ｃ）左側面図、（Ｄ）正面図、（Ｅ）底面図及び（Ｆ）平面図で示す。
【図１９】図１７におけるストッパを、(Ａ）下方斜視図、（Ｂ）正面図、（Ｃ）上方斜
視図、（Ｄ）底面図、（Ｅ）右側面図、（Ｆ）平面図及び（Ｂ）におけるXIX－XIX断面図
で示す。
【図２０】本発明の第２の実施の形態に係る摩擦用ラバーリフィルを斜視図で示す。
【図２１】本発明の第２の実施の形態に係る他の例の摩擦用ラバーリフィルについて、（
Ａ）摩擦用ラバーの不使用時の状態、（Ｂ）摩擦用ラバーの使用時の状態及び（Ｃ）（Ｂ
）の先端部を拡大した状態をそれぞれ断面図で示す。
【図２２】本発明の第２の実施の形態に係る筆記具取付部品を（Ａ）上方斜視図、（Ｂ）
平面図、（Ｃ）正面図及び（Ｄ）右側面図で示す。
【図２３】本発明の第２の実施の形態に係る筆記具取付部品を（Ａ）下方斜視図及び（Ｂ
）底面図で示す。
【図２４】（Ａ）図２３（Ｂ）におけるXXIVa－XXIVa断面図及び（Ｂ）図２２（Ｃ）にお
けるXXIVb－XXIVb断面図を示す。
【図２５】本発明の第２の実施の形態に係る筆記具取付部品の基部を（Ａ）上方斜視図、
（Ｂ）平面図、（Ｃ）正面図及び（Ｄ）右側面図で示す。
【図２６】図２５に示す基部の係合爪を取り付ける前の状態を（Ａ）上方斜視図、（Ｂ）
平面図、（Ｃ）正面図、（Ｄ）背面図、（Ｅ）底面図及び（Ｆ）下方斜視図で示す。
【図２７】図２５に示す基部の係止板を（Ａ）上方斜視図、（Ｂ）平面図、（Ｃ）正面図
、（Ｄ）背面図、（Ｅ）底面図及び（Ｆ）下方斜視図で示す。
【図２８】図２５に示す基部の組立状態図を下方斜視図で示す。
【図２９】本発明の第２の実施の形態に係る筆記具取付部品の筆記具への取り付けの状態
を（Ａ）下方斜視図及び（Ｂ）上方斜視図にて示す。
【図３０】本発明の第２の実施の形態に係る筆記具取付部品を装着した筆記具を右側面断
面図で示す。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の実施の形態を、図面を参照しつつ説明する。
　（１）第１の実施の形態
　（１－１）筆記具50
　図１は、第１の実施の形態に係る筆記具取付部品10を装着した筆記具50を示したもので
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ある。筆記具50は、軸筒51内に３本の筆記体56としてのボールペンリフィル60を収容した
いわゆる多機能筆記具である。各筆記体56の後端にはノック棒54が接続されている。この
ノック棒54の一部が外方に突出した突起として形成され、これをスライドボタン55と称す
る。一方、軸筒51には、各筆記体56に対応したスライド窓53が長手方向に沿って設けられ
ている。各スライドボタン55は対応するスライド窓53から外方へ突出し、該スライド窓53
に沿って前後方向へ摺動する。図１（Ａ）では全てのスライドボタン55が各スライド窓53
の後端に位置している。この状態では、軸筒51の先端からはいずれの筆記体56も突出せず
に、軸筒51の内部へ収納されている。この状態から、いずれかのスライドボタン55を先端
方向へ摺動させ、該スライドボタン55が対応するスライド窓53の先端に達すると、図１（
Ｂ）に示すように対応する筆記体56が軸筒51の先端から突出する。なお、筆記具50の後端
には筆記具取付部品10が装着されているが、この装着方法については後述する。
【００１４】
　（１－２）筆記具取付部品10
　筆記具取付部品10は、図２～４に示すような構造を有する。すなわち、略円柱状の基部
20の後端側に、略円筒状の被覆部40が装着されている（図２（Ａ）、（Ｃ）、（Ｄ）、図
３（Ａ）及び図４参照）。また、基部20の先端面21は、筆記具50の後端面に合わせた凹曲
面に形成されており（図４）、そこからステンレス製で断面Ｌ字状の係合爪30が先端方向
へ突設されている（図３（Ａ）及び図４参照）。係合爪30は、長手方向に沿って延伸して
いる延伸片31と、この延伸片31の先端から中心軸方向へ直角に折れ曲がっている係止片32
とから成る（図２（Ｃ）、（Ｄ）、図３（Ａ）及び図４参照）。係合爪30は、図１に示す
スライド窓53に対応する位置に設けられている。さらに、基部20には略円柱状の機能部15
が装着されている。被覆部40はこの機能部15をも被覆している（図４参照）。本実施の形
態ではこの機能部15は消しゴムである。
【００１５】
　基部20は、図５及び図６に示すように、その後端部分の外径が小さくなっており、この
部分が縮径部22となっている。また、この縮径部22の外周の後端近傍には、周方向に沿っ
て外方へ突出した外方係止突条23が設けられている。さらに、この縮径部22の内部空間は
、機能部15（図４参照）を収容する収容部24となっている（図５（Ａ）、（Ｂ）及び図６
参照）。この基部20は、係合爪30を金型に挿入した状態で合成樹脂を射出成形するインサ
ート成形により形成されている。
【００１６】
　被覆部40は、図７及び図８に示すように、前記縮径部22よりわずかに大きな内径を有す
る略円筒形状を呈する。被覆部40の後端面41は緩やかな傾斜の円錐台状に形成されている
とともに、その中心には通気孔42が形成されている（図７（Ｃ）及び図８参照）。また、
被覆部40内周面のやや先端側寄りには、周方向に沿って内方へ突出した内方係止突条43が
設けられている（図７（Ｂ）及び図８参照）。被覆部40は合成樹脂の射出成形により形成
されている。なお、合成樹脂に帯電防止剤としてアルキルスルホン酸ソーダやアルキルベ
ンゼンスルホン酸ソーダ、等を混練、成形させることで埃等の付着汚れを防止することが
できる。
【００１７】
　（１－３）筆記具取付部品10の取り付け及び取り外し
　被覆部40を基部20へ装着する際には、縮径部22の後端側から被覆部40を被せ、内方係止
突条43が外方係止突条23を弾性変形により乗り越えるようにして先端方向へ押圧すると、
図４に示すような装着状態となる。内部の機能部15を使用する際には、被覆部40を把持し
て後方へ引っ張ると、内方係止突条43が再び弾性変形により外方係止突条23を乗り越え、
被覆部40が基部20から離れることとなる。
【００１８】
　筆記具取付部品10を筆記具50に取り付ける際には、図９（Ａ）及び（Ｂ）に示すように
係合爪30をスライド窓53の位置に合わせた状態で、先端方向へ押圧する。これにより、延
伸片31のわずかな外方への弾性変形を経て、係止片32がスライド窓53の後端へ係合するこ
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ととなる（図１０参照）。また、取り外す際には、筆記具取付部品10を強く後方へ引っ張
ることで、延伸片31が外方へ弾性変形し、係止片32とスライド窓53との係合が解除される
こととなる。
【００１９】
　（２）第２の実施の形態
　（２－１）筆記具50
　図１１は、第２の実施の形態に係る筆記具取付部品10を装着した筆記具50を示したもの
である。本実施の形態も前記第１の実施の形態と同様、いわゆる多機能筆記具であるが、
前記第１の実施の形態とは、軸筒51内には３本の筆記体56及び２本の消去体57の計５本の
リフィル（図１１（Ｃ）及び図１２参照）が収容される点が異なっている。また、軸筒51
後端の筆記具取付部品10の係合爪30の固定手段の構造も異なっている。これらについては
後述する。
【００２０】
　軸筒51は、図１１（Ａ）及び（Ｂ）に示すように、略円筒状の後軸51Aの先端に、先細
に形成された略円筒状の先軸51Bが螺着された構造になっている。この先軸51Bは、筆記体
56又は消去体57の交換や後述する調節の際に取り外し可能となっている。
　図１１（Ｃ）の断面図に示すように、後軸51Aの内部には、５本のリフィルがそれぞれ
貫通するガイド部材58が装着されている。このガイド部材58は、５本のリフィルがそれぞ
れ長手方向に貫通する５つのガイド孔58A（図中では１つのみ視認される）を備えている
。
【００２１】
　筆記体56及び消去体57の後端にはそれぞれノック棒54が接続されている。各ノック棒54
の先端部分と、対応するガイド孔58Aの後端縁との間にはそれぞれ、リフィルを後方へ付
勢するスプリング59が介装されている。このノック棒54の一部が外方に突出した突起とし
て形成され、これをスライドボタン55と称する。なお、正面に位置するノック棒54には、
スライドボタン55の代わりにクリップ52が連設されている。
【００２２】
　一方、軸筒51には、各筆記体56に対応したスライド窓53が長手方向に沿って設けられて
いる。各スライドボタン55及びクリップ52は、対応するスライド窓53から外方へ突出し、
該スライド窓53に沿って前後方向へ摺動する。図１１（Ａ）及び（Ｂ）では、全てのスラ
イドボタン55及びクリップ52が各スライド窓53の後端に位置している。この状態では、軸
筒51の先端からはいずれの筆記体56又は消去体57も突出せずに、軸筒51の内部へ収納され
ている。この状態から、いずれかのスライドボタン55又はクリップ52を先端方向へ摺動さ
せ、該スライドボタン55又はクリップ52が対応するスライド窓53の先端に達すると、対応
する筆記体56又は消去体57の先端が軸筒51の先端から突出する。なお、筆記具50の後端に
は筆記具取付部品10が装着されているが、この装着方法については後述する。
【００２３】
　後軸51Aから先軸51Bを取り外すと、図１２に示すように、３本の筆記体56としてボール
ペンリフィル60、シャープペンシルリフィル61及び熱変色色材が配合された熱変色性の固
形芯62A（図１７参照）が装着された固形芯リフィル62並びに２本の消去体57として消し
ゴムリフィル63及び摩擦用ラバーリフィル64が視認される。また、機能部15として、隠蔽
性顔料を含有する被覆消去材65が筆記具取付部品10に装着されている（図１１（Ｃ）参照
）。
【００２４】
　（２－２）ボールペンリフィル60
　ボールペンリフィル60は、先端に筆記ボール60Aを抱持するホルダー60Bと、インクを収
容するインク収容管60Cと、これらホルダー60B及びインク収容管60Cを連結する継手60Dと
を有する。
　本実施の形態において、インク収容管60Cに収容されるインクは、いわゆる非熱変色性
インクであり、色材と溶剤と水と増粘剤と０．０１重量％以上０．５重量％以下の結晶セ
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ルロースとを配合するとともに、前記結晶セルロースの積算体積５０％の粒子径が０．３
μｍ以上７μｍ以下であり、最大粒子径が６０μｍ以下である。
　「結晶セルロース」とは、一般的に食品添加物等として使用されるものであり、繊維性
植物からパルプとして得たα－セルロースを、鉱酸で部分的に解重合し、セルロース結晶
領域を取り出して精製したものをいう。なお、セルロース結晶領域とは、セルロース分子
領域が緻密かつ規則的に存在する部分を示す。
　この結晶セルロースの配合比としては、上述の通り、０．０１重量％以上０．５重量％
以下が最適である。ここで、この配合比が０．０１重量％未満であれば、結晶セルロース
に期待される直流現象の防止効果は得られない。一方、この配合比が０．５重量％を上回
ると直流現象の防止効果は得られるものの、描線のカスレが見られるとともに経時安定性
も悪化するようになりインクとしては好ましくない。
【００２５】
　色材として、水に溶解又は分散可能な全ての染料、酸化チタンを始めとする公知の無機
系及び有機系顔料、樹脂エマルジョンを染料で着色した疑似顔料、並びに白色系プラスチ
ック顔料を本発明に係るインク組成物に添加してもよい。染料の具体例としては、たとえ
ば、エオシン、フロキシン、ウォーターイエロー＃６－Ｃ、アシッドレッド、ウォーター
ブルー＃１０５、ブリリアントブルーＦＣＦ及びニグロシンＮＢ等の酸性染料、ダイレク
トブラック１５４、ダイレクトスカイブルー５Ｂ及びバイオレットＢＢ等の直接染料、並
びに、ローダミン及びメチルバイオレット等の塩基性染料が挙げられる。無機系顔料とし
ては、たとえば、カーボンブラック等が挙げられる。有機系顔料としては、たとえば、ア
ゾレーキ、キレートアゾ顔料、フタロシアニン顔料、ペリレン及びペリノン顔料、アント
ラキノン顔料、キナクリドン顔料並びに染料レーキ等が挙げられる。いずれを添加する場
合も、添加量は、インク全量に対して０．１～４０重量％の範囲内で、インクの描線濃度
により適宜増減することが望ましい。
【００２６】
　溶剤として、水に相溶性のある極性基を有する水溶性有機溶媒を使用することができる
。具体例としては、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコー
ル、プロピレングリコール、エチレングリコールモノメチルエーテル、グリセリン、ピロ
リドンなどが挙げられ、これらは単独又は２種以上の混合物として用いることができる。
　増粘剤は、インク中での結晶セルロースの沈降を防止してインクの性能を悪化させない
ために必須なものである。この増粘剤としては様々なものが使用できるが、特に、アルカ
リ膨潤型エマルションや、ポリビニルピロリドン、セルロース誘導体といった、比較的弱
い剪断減粘性を付与するものであれば、結晶セルロースの沈降を防ぎ、かつ凝集しづらい
ため、長期的に安定に存在させることができる。
【００２７】
　なお、この増粘剤としては、合成高分子、セルロース類及び多糖類からなる群から選ば
れた少なくとも一種を使用することができる。合成高分子としては、たとえば、ポリアク
リル酸類、ポリビニルアルコール、ポリエチレンオキサイド、ポリビニルピロリドン、ポ
リビニルメチルエーテル、ビスアクリルアミドメチルエーテル、ポリアクリルアミド、ポ
リエチレンイミン、ポリエチレングリコール、ポリジオキソラン、ポリスチレンスルホン
酸、ポリプロピレンオキサイドなどが挙げられる。セルロース類としては、エチルセルロ
ース、メチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、ヒドロキシメチルセルロース
、カルボキシメチルセルロースなどが挙げられる。多糖類としては、キサンタンガム、グ
アーガム、カゼイン、アラビアガム、ゼラチン、アミロース、アガロース、アガロペクチ
ン、アラビナン、カードラン、カロース、カルボキシメチルデンプン、キチン、キトサン
、クインスシード、グルコマンナン、ジェランガム、タマリンシードガム、デキストラン
、ニゲラン、ヒアルロン酸、プスツラン、フノラン、ペクチン、ポルフィラン、ラミナラ
ン、リケナン、カラギーナン、アルギン酸、トラガカントガム、アルカシーガム、ローカ
ストビーンガムなどが挙げられる。
【００２８】
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　ここで、「アルカリ膨潤型エマルション」とは、未中和のアクリル系ポリマーであって
主にカルボキシル基のような酸基をポリマーの立体構造の中に包含したものであって、ア
ルカリで中和することで一旦膨潤し、さらに中和を続けることで最終的には溶解に至るも
のをいう。
　本実施の形態では、このアルカリ膨潤型エマルションの中でも、アルカリ膨潤会合型エ
マルションがさらに望ましい。ここでこの「アルカリ膨潤会合型エマルション」とは、ポ
リマーが膨潤した際に、分子中の疎水性の部分が他分子のその部分と会合し、分子間が緩
やかな結合を形成することで、増粘性を発揮させるものをいう。
【００２９】
　アルカリ膨潤会合型エマルションには大きく分けて２つの増粘作用があると考えられる
。第１の増粘作用は、水あるいは極性溶媒との混合物中でのアルカリ領域のみで溶解し、
分子中のカルボキシル基などの親水基が水和膨張して、溶液中での立体障害となり、粘性
が上昇する作用をいう。第２の増粘作用は、分子中の疎水基と親水基とがそれぞれ別個に
、インク中の成分、たとえば顔料、溶剤、界面活性剤のそれぞれ疎水基と親水基と会合吸
着してネットワーク状の集合体を形成し、粘性が上昇する作用をいう。
　本発明のアルカリ膨潤会合型エマルションは、カルボキシル基及び疎水基を有するポリ
マーからなる。疎水基としては、たとえば鎖状又は環状の炭化水素基、芳香族炭化水素基
、ハロゲン化アルキル基、オルガノシリコン基（－ＳｉＲ３）、フッ化炭素基（－ＣｎＦ
２ｎ＋１）等を挙げることができる。具体的なポリマーとしては、ポリアクリル酸、ポリ
メタクリル酸、ポリアクリル酸共重合体、ポリメタクリル酸共重合体などが挙げられる。
【００３０】
　また、「セルロース誘導体」とはセルロースにメチル基等の適当な残基を付加させた分
子構造を有するものをいう。
　さらに、本実施の形態においては、結晶セルロースの積算体積５０％の粒子径が０．３
μｍ以上７μｍ以下であり、最大粒子径が６０μｍ以下である。
　本実施の形態でいう「積算体積５０％の粒子径」とは、粒子全体の体積に対して積算体
積が５０％になるときの粒子の球形換算直径のことをいう。この粒子径が０．３μｍ未満
だと、直流防止性能が劣ることになる。一方、この粒子径が７μｍを上回ると、筆記性に
悪影響が出てくる。また、ここでいう「最大粒子径」とは積算体積９９％になるときの粒
子の球形換算直径のことをいう。最大粒子径が６０μｍを超えるとやはり筆記性に悪影響
が出る。
【００３１】
　結晶セルロースは、まずその懸濁液を作製し、サンドミル等で分散を行い、規定の大き
さで使用することが好ましい。分散性を制御することで、目止め効果が高く、さらに経時
安定性の高いインクが得られる。
　また、その他の添加剤として、顔料の分散剤、ｐＨ調整剤、防腐剤、防錆剤及び潤滑剤
のいずれか若しくはいくつか又は全部を本発明に係るインク組成物に添加してもよい。
　顔料の分散剤としては、たとえば、スチレンマレイン酸のアンモニウム塩及びスチレン
アクリル酸のアンモニウム塩などの水溶性高分子等が挙げられる。
　ｐＨ調整剤としては、たとえば、アンモニア、尿素、モノエタノールアミン、ジエタノ
ールアミン、トリエタノールアミン、アミノメチルプロパノール、トリポリリン酸ナトリ
ウム及び炭酸ナトリウム等のアルカリ金属塩並びに水酸化ナトリウム等のアルカリ金属の
水酸化物等が挙げられる。
【００３２】
　防腐剤としては、たとえば、フェノール、ナトリウムオマジン、ペンタクロロフェノー
ルナトリウム、１，２－ベンズイソチアゾリン－３－オン、２，３，５，６－テトラクロ
ロ－４（メチルスルフォニル）ピリジン、ベンズイミダゾール系化合物、並びに安息香酸
、ソルビタン酸及びデヒドロ酢酸のアルカリ金属塩等が挙げられる。
　潤滑剤としては、たとえば、リン酸エステル類、ポリオキシエチレンラウリルエーテル
等のポリアルキレングリコール誘導体、脂肪酸アルカリ塩、ノニオン系界面活性剤及びジ
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メチレンポリシロキサンのポリエチレングリコール付加物等のポリエーテル変性シリコー
ン等が挙げられる。
【００３３】
　防錆剤としては、たとえば、サポニン、トリルトリアゾール、ベンゾトリアゾール、リ
ン酸オクチル、チオリン酸ジオクチル、イミダゾール、ベンゾイミダゾール、２－メルカ
プトベンゾチアゾール、オクチルオキシメタンホスホン酸、ジシクロヘキシルアンモニウ
ム・ナイトライト、ジイソプロピルアンモニウム・ナイトライト、プロパルギルアルコー
ル、ジアルキルチオ尿素などの化合物を用いることができる。
【００３４】
　（２－３）被覆消去材65
　本実施の形態において、ボールペンリフィル60にて筆記された描線を上から被覆して消
去するための被覆消去材65は、機能部15として筆記具取付部品10に装着されている（図１
１（Ｃ）参照）。この被覆消去材65は、ワックスと、体質材と、隠蔽性顔料とを含むとと
もに、さらに、Ｃ：１２～３０の二塩基酸又はその誘導体と、粘着性付与剤と、基材とし
ての融点６０～９０℃であるエチレン酢酸ビニル共重合体、エチレンアクリル酸共重合体
及びエチレンアクリル酸エチル共重合体のいずれか／又はこれらのうちの２以上の混合物
２０～８０重量％とを含む。
　本実施の形態における「ワックス」とは、被覆消去材65の構成成分のうち一般的にワッ
クスとして分類されるものをいう。被覆消去材65の成分としてのワックスは、非使用時に
は形状保持に寄与するが、力が加えられると速やかに崩壊して筆記時の潤滑性を付与する
ものである。また、後述の粘着性付与材と相溶して筆記面への定着性を付与する。このワ
ックスとしては、融点４５～１００℃程度で溶融温度が低いものが望ましい。具体的には
、パラフィンワックス、マイクロクリスタリンワックス、ウルシロウ、ミツロウ、モクロ
ウ、モンタンワックス、硬化ヒマシ油、パーム硬化油等が本発明におけるワックスとして
使用可能である。また、その配合量は全体の５０重量％以下が望ましい。
【００３５】
　本実施の形態における「体質材」とは、被覆消去材65の強度向上、筆記性向上に寄与す
る成分である。また、後述の隠蔽性顔料の補助的な作用も発揮する。具体的には、タルク
、カオリン、マイカ、窒化ホウ素、炭酸カルシウム、チタン酸カリウムウィスカーなどが
本発明における体質材として使用可能である。また、その配合量は全体の１０～５０重量
％が望ましい。
　本実施の形態における「隠蔽性顔料」とは、この被覆消去材65により得られた塗膜が、
下地を隠蔽することに寄与する成分である。具体的には、隠蔽性白色顔料あるいは隠蔽性
黒色顔料が使用可能である。隠蔽性白色顔料としては、無機顔料である二酸化チタンが本
発明として最も好適である。また、その配合量は全体の１０～５０重量％が望ましい。こ
の他の隠蔽性白色顔料としては、酸化亜鉛、白色樹脂粒子等が挙げられるが、隠蔽力等の
観点から、二酸化チタンが最も好ましい。隠蔽性黒色顔料としては、具体的には、カーボ
ンブラック、黒鉛、鉄黒が使用可能である。
【００３６】
　本実施の形態において、Ｃ：１２～３０の二塩基酸又はその誘導体は、筆記面への定着
性、隠蔽性を向上させるために用いられる。ここで、「Ｃ：１２～３０の二塩基酸」とは
、下記化学式１のように、カルボキシル基を両端に有する鎖状有機化合物であって、その
両端のカルボキシル基の炭素以外の鎖状部分（下記化学式１における「Ｒ」）の炭素数が
１２～３０であるものをいう。
【００３７】
【化１】

【００３８】
　ここで、「－Ｒ－」は、下記化学式２のような直鎖であっても、下記化学式３のような
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分鎖であってもよく、また途中に下記化学式４のような二重結合を有するものであっても
よい。
【００３９】
【化２】

【００４０】

【化３】

【００４１】

【化４】

【００４２】
　また、「その誘導体」とは、両端のカルボキシル基に化学的に修飾を加えた誘導体をい
い、たとえば、ジグリシジルエステル（下記化学式５）及びメチルエステル（下記化学式
６）のようなエステル化合物、ジオール（下記化学式７）及びジアミン（下記化学式８）
のような置換体、ポリ酸ポリ無水物（下記化学式９）のような重合体、ナトリウム塩（下
記化学式１０）及びアミン塩（下記化学式１１）のような塩類がある。
【００４３】
【化５】

【００４４】
【化６】

【００４５】

【化７】

【００４６】
【化８】

【００４７】
【化９】
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【００４８】
【化１０】

【００４９】
【化１１】

【００５０】
　この、Ｃ：１２～３０の二塩基酸又はその誘導体の融点が７０℃を超えると定着性、隠
蔽性の向上効果が発現しにくく、７０℃以下であることが望ましい。さらに前述の品質向
上効果を求めると、Ｃ：１２～３０の二塩基酸又はその誘導体の含有量が、被覆消去材65
の全体に対し、１～１２重量％の範囲であることが望ましい。１重量％未満では着色性向
上効果が発現せず、一方、１２重量％を超えてもそれ以上着色性は向上せず、書き味が悪
くなるためである。さらに好ましくは、Ｃ：１２～３０の二塩基酸又はその誘導体と、被
覆消去材65に含有される全ワックス類との重量比が、該二塩基酸又はその誘導体：該ワッ
クス類＝２：１００～２０：１００の範囲であることが望ましい。該二塩基酸又はその誘
導体が２：１００未満では前記品質向上効果が発現せず、一方、２０：１００を超えても
それ以上品質は向上せず、書き味が悪くなるためである。
【００５１】
　本発明における「粘着性付与剤」とは、被覆消去材65による描線の、筆記面への定着性
を向上させる目的で用いられる。
　本発明における「エチレン酢酸ビニル共重合体」、「エチレンアクリル酸共重合体」、
「エチレンアクリル酸エチル共重合体」とは、本実施の形態の被覆消去材65の基材をなす
ものである。非使用時には基材として被覆消去材65に柔軟性を与え形状保持に寄与する。
また、筆記時には筆記面との摩擦熱により塗膜状に摩耗し筆記面に固着することにより、
隠蔽性に寄与することとなる。また、この成分は、被膜をこの被覆消去材65自身で擦過す
ることで細かく破砕されて除去されてしまう、いわゆる「自己消去性」の発揮にも寄与す
るものである。これらの性質を発揮すべく、このエチレン酢酸ビニル共重合体、エチレン
アクリル酸共重合体、エチレンアクリル酸エチル共重合体の融点は６０～９０℃のものが
使用される。
　なお、前記エチレン酢酸ビニル共重合体、エチレンアクリル酸共重合体、エチレンアク
リル酸エチル共重合体のＪＩＳ　Ｋ７２１０：１９９９で定めるメルトフローレートは、
４００～８００ｇ／１０ｍｉｎであることが望ましい。
【００５２】
　また、前記エチレン酢酸ビニル共重合体は、酢酸ビニルモノマーを１０重量％以上の割
合で重合させたものであることが望ましい。
　さらに、前記粘着性付与剤は、テルペン樹脂、テルペン樹脂変性物、マレイン酸樹脂誘
導体、クマロン・インデン樹脂、クマロン・インデン樹脂誘導体、スチレン系樹脂、イソ
プレン系樹脂、松脂、ロジンエステル及び石油樹脂から成る群から選ばれる１つ又は２以
上の混合物であることが望ましい。
　なお、その他の成分として、たとえば潤滑性付与を目的として融点４５℃以下のオイル
も少量、具体的には５重量％未満であれば使用可能である。このようなオイルとしては、
ホホバ油、流動パラフィン、スクワラン、スクワレン、流動パラフィン等が挙げられる。
【００５３】
　本実施の形態の被覆消去材65は、上述の成分にて短円筒形状に成形され、前記したよう
に機能部15として筆記具取付部品10に装着される。筆記具取付部品10の詳細は後述する。
【００５４】
　（２－４）シャープペンシルリフィル61
　シャープペンシルリフィル61は、シャープペンシル芯61Cを収容する芯収容管61Aと、そ
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の先端に装着されシャープペンシル芯61Cの繰り出しに関与する機構部61Bとを備える（図
１１（Ｃ）参照）。
　本実施の形態において、シャープペンシル芯61Cは、黒鉛粒子のａ－ｂ面の面積が８μ
ｍ２を超え、５００μｍ２未満であって、該黒鉛粒子のａ－ｂ面に、下記Ａ群から選ばれ
る黒色粒子を含むカーボンナノ粒子が接着している黒色粒子を含有する。
　Ａ群：カーボンナノファイバー、カーボンナノチューブ、フラーレン、ナノダイヤ、黒
鉛化カーボンブラック
　図１３は、本実施の形態のシャープペンシル芯61Cに用いる黒色粒子を示す概略図面で
あり、（Ａ）は概略側面図、（Ｂ）は概略平面図であり、図示符号Ａが黒色粒子、Ｂが黒
鉛粒子、Ｃがカーボンナノ粒子である。なお、図中では、明確化の点から区別化している
が、接着焼成後は実際上区別化は困難となるものである。
【００５５】
　本実施の形態のシャープペンシル芯61Cに用いる黒鉛粒子は、黒鉛粒子のａ－ｂ面の面
積が８μｍ２を超え、５００μｍ２未満のものであって、該黒鉛粒子のａ－ｂ面に、上記
Ａ群から選ばれる黒色粒子を含むカーボンナノ粒子が接着しているものである。
　用いる黒鉛粒子としては、たとえば、燐片状黒鉛、鱗状（塊状）黒鉛、土状黒鉛、球状
化黒鉛、薄片化黒鉛、人造黒鉛、キッシュ黒鉛、膨張黒鉛、膨張化黒鉛などの黒鉛粒子を
挙げることができる。
【００５６】
　本実施の形態のシャープペンシル芯61Cでは、芯の強度、摩耗、摩擦の点から、黒鉛粒
子のａ－ｂ面の面積が８μｍ２を超え５００μｍ２未満のものを用いることが必要であり
、さらなる芯の強度、摩耗、摩擦の点から、９μｍ２以上１００μｍ２以下のものが望ま
しい。
　これらの黒鉛粒子のａ－ｂ面の面積が８μｍ２以下であると、シャープペンシル芯61C
の強度、滑らかさが低下する結果となり、一方、５００μｍ２以上であると、やはりシャ
ープペンシル芯61Cの強度が低下し、摩耗も増えすぎる結果となり、好ましくない。
　また、黒鉛粒子のアスペクト比は、書き味と強度をさらに向上させる点、成形性の点か
ら、好ましくは、２以上、２２０以下であるもの、さらに好ましくは、５以上１００以下
であるものが望ましい。
【００５７】
　本実施の形態のシャープペンシル芯61Cでは、上記黒鉛粒子のａ－ｂ面に、上記Ａ群か
ら選ばれる黒色粒子を含むカーボンナノ粒子を接着したものを用いるものである。
　用いる上記Ａ群から選ばれる黒色粒子を含むカーボンナノ粒子は、更なる強度及び濃度
の向上の点、黒鉛粒子の接着の点から、好ましくは、その平均一次粒子径が５ｎｍ以上、
２００ｎｍ以下である黒色粒子を含むもの、さらに好ましくは、５ｎｍ以上、５０ｎｍ以
下である黒色粒子を含むものが望ましい。
　本発明において、「平均一次粒子径」は、走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）画像を株式会社マ
ウンテック製ソフトＭａｃ－Ｖｉｅｗ　ｖｅｒ．４で測定した値を意味するものであり、
以下において、たとえば、平均一次粒子径が５ｎｍの場合、Ｄ５０＝５ｎｍとして表示す
る。
【００５８】
　上記黒鉛粒子のａ－ｂ面に接着する、上記Ａ群から選ばれる黒色粒子を含むカーボンナ
ノ粒子を以下に、具体的に詳述する。
　用いるカーボンナノファイバーとしては、チューブ径の外径で示されることが多く、ナ
ノファイバーであれば５０～２００ｎｍとなるものが挙げられ、カーボンナノチューブと
しては、５ｎｍ～５０ｎｍとなるものが挙げられ、フラーレンとしては、Ｃ６０，Ｃ７０
などを用いることができ、この場合一次粒径は０．７～１０ｎｍ程度と非常に小さく、凝
集力が大きいため通常３０～７０μｍとなるものが挙げられ、ナノダイヤとしては、クラ
スターダイヤ、多結晶ダイヤ、単結晶ダイヤのいずれも用いることが可能で、粒径は１０
ｎｍ～２００ｎｍとなるものが挙げられる。
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　また、黒鉛化カーボンブラックとしては、東海カーボン社製トーカブラック、誘導場燃
焼黒鉛化カーボンブラックなどが挙げられ、又はネス法等によって得られるカーボンブラ
ックを黒鉛粒子のａ－ｂ面に接着した後、黒色粒子の製造（焼成）の際や、シャープペン
シル芯61Cの製造（焼成）の際に、当該カーボンブラックを黒鉛化（黒鉛化カーボンブラ
ック）としてもよいものである。なお、カーボンナノ粒子が黒鉛化していないと、強度が
出ないわりに摩耗せず、カーボンナノ粒子が大きすぎると黒鉛の配向を阻害し、強度が下
がるわりに、黒鉛との密着性が低下し、濃度が上がらないものとなる。黒鉛化せしめる温
度として、１，４００～３，０００℃程度で黒鉛化せしめることができる。
【００５９】
　本実施の形態のシャープペンシル芯61Cにおいて、黒鉛粒子のａ－ｂ面に上記Ａ群から
選ばれる黒色粒子を含むカーボンナノ粒子を接着する方法としては、たとえば、黒鉛表面
に熱可塑性樹脂や熱硬化性樹脂等のバインダー成分をすり鉢などによって塗って、上記Ａ
群から選ばれる黒色粒子を含むカーボンナノ粒子を接着させた後、非酸化性雰囲気中で焼
成することにより、又は、黒鉛表面にバインダー成分となる金属被膜を鍍金によって作製
し、次いで、上記Ａ群から選ばれる黒色粒子を含むカーボンナノ粒子と金属被膜とを非酸
化性雰囲気中で焼成（溶接）することにより行うことができる。
　好ましくは、カーボンナノ粒子と黒鉛粒子の配合比は、強度及び書き味をさらに向上さ
せる点から、１：１～１：１００の範囲内、さらに好ましくは、１：１～１：５０の範囲
内であることが望ましい。
【００６０】
　具体的に用いることができる黒鉛粒子は、たとえば、下記製法１～４などの製法により
得ることができる。
　製法１：黒鉛表面にフェノール樹脂、フラン樹脂などの熱硬化性樹脂を上記手段により
塗って、上記Ａ群のカーボンナノファイバー、カーボンナノチューブ、フラーレン、ナノ
ダイヤ、黒鉛化カーボンブラックなどのカーボンナノ粒子を黒鉛表面に接着させ、窒素ガ
ス雰囲気中などで焼成する。
　製法２：黒鉛表面に塩化ビニル樹脂、ポリ酢酸ビニルポリ塩化ビニル共重合体などの熱
可塑性樹脂を上記手段により塗って、上記Ａ群のカーボンナノファイバー、カーボンナノ
チューブ、フラーレン、ナノダイヤ、黒鉛化カーボンブラックなどのカーボンナノ粒子を
黒鉛表面に接着させ、窒素ガス雰囲気中などで焼成する。
【００６１】
　製法３：黒鉛表面にニッケル被膜、銅被膜、銀被膜などの金属被膜を上記手段により形
成し、上記Ａ群のカーボンナノファイバー、カーボンナノチューブ、フラーレン、ナノダ
イヤ、黒鉛化カーボンブラックなどのカーボンナノ粒子を金属被膜に溶接させる。
　製法４：黒鉛表面にフェノール樹脂、フラン樹脂などの熱硬化性樹脂を上記手段により
塗って、カーボンブラックを黒鉛表面に接着させ、窒素ガス雰囲気中などで焼成する。
　なお、焼成雰囲気下としては、上記窒素ガス雰囲気下の他、アルゴン（Ａｒ）やヘリウ
ム（Ｈｅ）、及び真空などの非酸化性雰囲気下で行うことができる。また、焼成温度・時
間は、用いる接着手段等により変動するが、８００～１，７００℃であり、３０～７２０
分間が好ましい。
【００６２】
　本実施の形態のシャープペンシル芯61Cは、上記で得られた特性の黒鉛粒子を含有する
ものであり、その含有量は、シャープペンシル芯61Cの全量中に１～５０質量％であるこ
とが好ましく、さらに好ましくは、２～５０質量％であるものが望ましい。
　この黒鉛粒子の含有量が１質量％未満であると、効果が小さく、５０質量％を超えると
、強度、書き味が著しく劣る。
【００６３】
　本実施の形態のシャープペンシル芯61Cは、上記Ａ群から選ばれる黒色粒子を含むカー
ボンナノ粒子が接着された黒色粒子と、下記Ｂ群及びＣ群から選ばれる樹脂とを混合し、
成形後、１５０℃以上、３００℃以下の温度で低温硬化又は耐炎化させた後、１，０００



(14) JP 6969896 B2 2021.11.24

10

20

30

40

50

℃以上、２，２００℃以下、好ましくは、１，０００℃以上、２，０００℃以下の温度で
焼成することにより製造することができる。
　Ｂ群：ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸ビニルポリ塩化ビニル共重合体、ピッチ、ビニルアル
コール系樹脂、塩化ビニリデン系樹脂
　Ｃ群：フラン系樹脂、フェノール系樹脂、セルロース系樹脂、アクリロニトリル系樹脂
、イミド系樹脂、ジアリルフタレート樹脂、シリコーン樹脂、ユリア・メラニン樹脂、エ
ポキシ樹脂
【００６４】
　上記製法において、成形後に低温硬化させる温度が１５０℃未満であると、可塑剤が気
化しきらなかったり、熱硬化が起こらなかったりし、一方、３００℃を越える温度である
と、分解や酸化が急激に進行し、好ましくない。
　また、焼成温度が１，０００℃未満であると、強度が弱く、材料としても安定しない。
一方、２，２００℃を越える温度であると、黒鉛化が急激に進行し、強度がやはり弱くな
り、好ましくない。
【００６５】
　上記特性の黒色粒子と、上記Ｂ群から選ばれる樹脂との混合物中には、有機溶剤、安定
剤、潤滑剤（成形助剤）などの各成分を適宜選択して混合することができ、また、焼成後
、α－オレフィンオリゴマー、脂肪酸エステル、スピンドル油、ワックス類などの含浸油
などを含浸させてもよいものである。
【００６６】
　具体的には、本実施の形態のシャープペンシル芯61Cは、強度、書き味の点から、上記
特性の黒色粒子２０～７０質量％と、上記Ｂ及びＣ群から選ばれる樹脂２０～７０質量％
と、ステアリン酸ナトリウム５～３０質量％等をヘンシェルミキサーで分散混合し、加圧
ニーダー、二本ロールで混練し、押出成型機により所定の形状・大きさ等に成型した後、
電気炉で１５０℃以上、３００℃以下で低温硬化又は耐炎化させ、次いで、非酸化性雰囲
気下（窒素ガス雰囲気下、不活性ガス雰囲気下等）で１，０００℃以上、２，２００℃以
下の温度で焼成し、該焼成芯体の気孔内にα－オレフィンオリゴマー、シリコーンオイル
、エステルオイル等の合成油、ヒマシオイル等の植物油、グリース等の潤滑剤を含浸など
により充填することにより製造することができる。
【００６７】
　（２－５）消しゴムリフィル63
　消しゴムリフィル63の形状は、図１４に示すように、筒部63B、接続部63C、ストッパ63
D及び消しゴム63Aが組み合わされてなるものである。より具体的には、正面（図１４（Ｂ
））及び背面（図１４（Ｅ））にそれぞれ複数個かつ同数のストッパ孔63Eを備えた細長
円筒形状の筒部63Bの後端に、外径がほぼ同じ接続部63Cが装着されている。接続部63Cの
後端には、ノック棒54の先端が挿入されて接続される接続孔63Iが設けられている（図１
４（Ｄ）、（Ｇ））。また、筒部63Bの内部には、円筒形状の消しゴム63Aが挿入され（図
１４（Ｄ））、その先端が筒部63Bの先端から突出している（図１４（Ａ）～（Ｅ））。
また、筒部63Bの外側面から、各ストッパ孔63Eのいずれかに一部が挿入された状態で（図
１４（Ｄ））、ストッパ63Dが装着されている（図１４（Ａ）～（Ｇ））。
【００６８】
　筒部63Bの形状を図１５にて示す。筒部63Bは、略長方形状の真鍮材を、短辺を周方向と
して円筒形状に塑性変形させて形成される。それにより、元の長辺同士の間が長スリット
63Gとなっている（図１５（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｅ））。また、筒部63Bの先端部分には、
この長スリット63Gに対してそれぞれ１２０°周方向に離間するようにして、２つの短ス
リット63Hが形成されている（図１５（Ａ）、（Ｃ）、（Ｄ）及び図１４（Ｆ））。筒部6
3Bの先端部分は先端に向けてわずかに絞られているが（図１５（Ｂ）～（Ｅ））、これら
の短スリット63H及び長スリット63Gが形成されていることで半径方向にわずかに弾性変形
が可能となっている。この弾性変形により内部に収納される消しゴム63Aを挿入すること
が可能となっており、さらに軸心方向に締まることで、挿入された消しゴム63Aを保持す
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ることが可能となっている（図１４（Ｄ））。
【００６９】
　筒部63Bの正面（図１５（Ｃ））及び背面（図１５（Ａ））には、前述した通り、それ
ぞれ複数個かつ同数のストッパ孔63Eが長手方向に沿って形成されている。このストッパ
孔63Eは後述するストッパ63Dの一部が挿入される箇所である。
【００７０】
　ストッパ63Dの形状を図１６にて示す。ストッパ63Dは、半円筒形状の半筒部63Jと、こ
の半筒部63Jの凹面部分の中心から突出する円筒形状の挿入部63Lとから成る（図１６（Ａ
）、（Ｃ）、（Ｄ）、（Ｅ）及び（Ｆ））。このストッパ63Dは平面視では半筒部63Jの凸
面部分が前後方向がやや長い長方形状として視認される（図１６（Ｂ））。そしてその長
手方向に沿った断面は、略Ｔ字型を呈する（図１６（Ｄ））。このＴ字の「縦棒」に相当
する挿入部63Lは、前記ストッパ孔63Eに挿入されることで、筒部63Bに挿入されている消
しゴム63Aの後端に当接し、消しゴム63Aが押圧で後方へ押し戻されるのを防いでいる（図
１４（Ｄ）参照）。
【００７１】
　本実施の形態において、消しゴムリフィル63に装着される消しゴム63Aは、アクリル系
熱可塑性樹脂粉末、可塑剤及び無機粉体を少なくとも含有してなることを特徴とするもの
である。
【００７２】
　本実施の形態の消しゴム63Aに用いるアクリル系熱可塑性樹脂粉末は、消しゴム63Aの基
材となるものであり、アクリル系熱可塑性樹脂の粉末であれば、特に限定されない。
　アクリル系熱可塑性樹脂として、利用可能なモノマーとしては、たとえば、メチル（メ
タ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、ｉ
－ブチル（メタ）アクリレート、ｔーブチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）ア
クリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート
等のアルキルアルコールの（メタ）アクリレート類、あるいはシクロヘキシル（メタ）ア
クリレート等の環式アルキルアルコールの（メタ）アクリレート類を主成分（５０モル％
以上含有）とする共重合体が挙げられる。
【００７３】
　（メタ）アクリレート類と共重合可能な他のモノマーとしては、たとえば、メタクリル
酸、アクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、マレイン酸、フマル酸、メタクリル酸２－サ
クシノロイルオキシエチル－２－メタクリロイルオキシエチルコハク酸、メタクリル酸２
－マレイノロイルオキシエチル－２－メタクリロイルオキシエチルマレイン酸、メタクリ
ル酸２－フタロイルオキシエチル－２－メタクリロイルオキシエチルフタル酸、メタクリ
ル酸２－ヘキサヒドロフタロイルオキシエチル－２－メタクリロイルオキシエチルヘキサ
ヒドロフタル酸等のカルボキシル基含有モノマー、アリルスルホン酸等のスルホン酸基含
有モノマー、アセトアセトキエチル（メタ）アクリレート等のカルボニル基含有（メタ）
アクリレート類、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル
（メタ）アクリレート等のヒドロキシル基含有（メタ）アクリレート類、グリシジル（メ
タ）アクリレート等のエポキシ基含有（メタ）アクリレート類、Ｎ－ジメチルアミノエチ
ル（メタ）アクリレート、Ｎ－ジエチルアミノエチル（メタ）アクリレート等のアミノ基
含有（メタ）アクリレート類、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プ
ロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アク
リレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート等の多官能（メタ）アクリ
レート類、さらにアクリルアミド及びその誘導体として、たとえば、ジアセトンアクリル
アミド、Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メトキシメチルアクリルアミド、Ｎ－エト
キシメチルアクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチルアクリルアミド等、さらにはスチレン及
びその誘導体、酢酸ビニル、ウレタン変性アクリレート類、エポキシ変性アクリレート類
、シリコーン変性アクリレート類、等が挙げられる。
【００７４】



(16) JP 6969896 B2 2021.11.24

10

20

30

40

50

　本実施の形態の消しゴム63Aに用いるアクリル系樹脂粉末は、その組成比率を変更する
だけでなく、好ましくは、ゾルの分散安定性の点、ゾルの粘度調整、焼結時の強度の点か
ら、一次粒径が２０～８０μｍとなるものが望ましく、また、ガラス転移温度（Ｔｇ）が
好ましくは、５０～１１５℃、さらに好ましくは、７５～９５℃となるものが望ましい。
なお、本実施の形態において、「ガラス転移温度（Ｔｇ）」とは、アクリル樹脂粉末の非
結晶部分の運動性が大きくなりゴム状態になる境目の温度をいう。
　さらに、用いるアクリル系樹脂粉末は、好ましくは、ゾルの安定性の点、焼結の均一性
の点から、コアシェル構造やグラディエント構造に代表されるような粒子中心部から周辺
部に向けて同心円状に２段階以上又は無段階的に構成モノマー単位が分布した構造などが
挙げられ、特にコアシェル構造によってコア部（芯部）とシェル部（外殻部）でガラス転
移温度が異なる組成を配したアクリル系樹脂粉末の使用が好ましい。
　コアとシェルの組成は特に限定しないが、ガラス転移温度（Ｔｇ）が比較的高いシェル
と、該シェルよりガラス転移温度（Ｔｇ）が比較的低いコアで構成されるものが好ましく
、たとえば、シェルのガラス転移温度（Ｔｇ）が７５～１１５℃であれば、コアのガラス
転移温度（Ｔｇ）が５０～９５℃となるものが挙げられ、コアをメチルメタクリレートと
炭素数２～８（Ｃ２～Ｃ８）のアルキルアクリレートの共重合体や各種エステル、シェル
をメチルメタクリレート単独、メチルメタクリレートとアクリル酸の共重合体又はメチル
メタクリレートとＣ２～Ｃ８アルキルアクリレートとアクリル酸の共重合体などから構成
することができる。
【００７５】
　本実施の形態の消しゴム63Aに用いるアクリル系樹脂粉末は、水系媒体中での乳化重合
、シード乳化重合、ソープフリー重合、懸濁重合、微細懸濁重合、有機媒体中での分散重
合、水／有機混合媒体中での分散重合、有機媒体中での沈殿重合などの手法により、コア
シェル構造などの各種構造となるものを重合することができ、得られた重合体分散液を噴
霧乾燥法（スプレードライ法）、塩や酸等による凝固法、凍結乾燥法、遠心分離法、濾過
法等の手法を用いて粉体化することができ、市販品があれば、それらを使用することがで
きる。
　用いることができるアクリル系樹脂粉末としては、たとえば、三菱レイヨン社製のプラ
スチゾル用アクリル系樹脂粉末である、ダイヤナールＬＰ－３１０６（コアシェル構造、
コアＴｇ７５℃、シェルＴｇ８５℃、一次粒径７０μｍ）、ダイヤナールＬＰ－３２０２
（コアシェル構造、コアＴｇ８５℃、シェルＴｇ９５℃、一次粒径６０μｍ）などを挙げ
ることができる。
【００７６】
　これらのアクリル系樹脂粉末の含有量は、消しゴム63Aの全量に対して、０．５～５０
重量％、好ましくは、１～２０重量％含有されていることが望ましい。
　この含有量が０．５重量％未満であると、ほとんど含有効果が得られなくなり、一方、
５０重量％を超えると、消去性が著しく低下する結果となり、好ましくない。
【００７７】
　本実施の形態の消しゴム63Aに用いる可塑剤は、アクリル系樹脂粉末などの基材を可塑
化又はゲル化することができる可塑剤であれば、特に限定されず、たとえば、フタル酸ジ
オクチル（ＤＯＰ、ジオクチルフタレート）、アジピン酸ジオクチル（ＤＯＡ）、セバシ
ン酸ジオクチル（ＤＯＳ）、セバシン酸ブジチル（ＤＢＳ）、フタル酸ジメチル（ＤＭＰ
）、フタル酸ジイソノニル（ＤＩＮＰ）、フタル酸ジヘキシルなどの少なくとも１種が挙
げられる。好ましくは、摩耗特性、強度の点から、フタル酸ジオクチル（ＤＯＰ）である
。
　これらの可塑剤の含有量は、消しゴム63Aの全量に対して、好ましくは、１０～７０重
量％含有されていることが望ましい。さらに好ましくは、３０～６０重量％含有されてい
ることが望ましい。
　この含有量が１０重量％未満であると、消去性が著しく低くなり、一方、７０重量％を
超えると、強度が実用強度以下となり、好ましくない。
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【００７８】
　本実施の形態の消しゴム63Aに用いる無機粉体としては、たとえば、炭酸マグネシウム
、炭酸カルシウム、リン酸カルシウム（ヒドロキシアパタイトを含む）、硫酸マグネシウ
ム、シリカ、亜鉛華、カーボン（カーボンブラック、ケッチェンブラック）、種々の粘土
鉱物（タルク、カオリン、パイロフィライト、マイカ、スメクタイト）及びそれぞれの複
合体（シリカ被覆炭酸カルシウム等）が挙げられ、好ましくは、摩耗性、摩擦性、消去性
の点から、炭酸カルシウム及び／又は炭酸マグネシウムである。
　用いる無機粉体としては、特に吸液性多孔体構造となるものが好ましく、比表面積が大
きく、吸液率が高い吸液性を有する多孔体から構成される無機粉体が望ましい。特に、比
表面積１００～５００ｍ２／ｇ、吸液率１００～１，０００ｍｌ／１００ｇの粒子からな
る無機粉体が挙げられる。なお、上記比表面積はＢＥＴ法での比表面積であり、吸液率は
粉体１００ｇの山に亜麻仁油を滴下して行って、砂団子状態からトロー（流動状態）とな
る最低の亜麻仁油量をいう。上記吸液率１００ｍｌ／１００ｇ未満の無機粉体では、後述
の吸着力が不足し消去性が十分でない。なお、吸液率１，０００ｍｌ／１００ｇを超える
無機粉体は、現在販売されておらず、おそらく製造も困難であると考えられるため、これ
を用いた消しゴム63Aの製造は事実上不可能である。
　具体的に用いることができる無機粉体としては、塩基性炭酸マグネシウム多孔体、リン
酸カルシウムの花弁状多孔質構造体、多孔質シリカ粒子、塩基性硫酸マグネシウム無機繊
維、炭酸カルシウムの二次凝集体、炭酸カルシウムの花弁状多孔質体などの無機粉体を挙
げることができ、特に、上記比表面積、吸液率の各範囲内を充足する各吸液性多孔体から
なる無機粉体、塩基性炭酸マグネシウム多孔体の使用が望ましい。
【００７９】
　これらの無機粉体の中で、特に、製造性、入手性、コストなどから塩基性炭酸マグネシ
ウム多孔体、炭酸カルシウムの二次凝集体などの無機粉体の使用が好ましい。上記塩基性
炭酸マグネシウム多孔体は、薄片状微細結晶からなる管状の凝集した粒子であり、この管
状粒子は外径が１～２０μｍ、長さが５～２００μｍのものであることが望ましい。
　なお、上記塩基性炭酸マグネシウムは、化学式ｍＭｇＣＯ３・Ｍｇ（ＯＨ）２・ｎＨ２

Ｏで表されるものであり、ｍ及びｎの値については特に限定はなく、通常の塩基性炭酸マ
グネシウムとして知られているｍの値が３～５、ｎの値が３～８のものなどである。また
、この塩基性炭酸マグネシウムの管状粒子は、単純な撹拌、温度やｐＨなどの環境の変化
によって、薄片状微細結晶が容易に分散してしまうような凝集ではなく、塩基性炭酸マグ
ネシウムの薄片状微細結晶が集合し物理的に固定されたものである。
【００８０】
　本実施の形態の消しゴム63Aにおいて、上記塩基性炭酸マグネシウム多孔体などの吸液
性多孔体の製造は、既知であり、たとえば、上記特性の塩基性炭酸マグネシウム多孔体の
場合は、水溶液中にて水溶性マグネシウム塩と水溶性炭酸塩を用いることなどにより、薄
片状微細結晶の管状粒子となる塩基性炭酸マグネシウムを製造することができる。
　この塩基性炭酸マグネシウム多孔体は、市販のマグチューブ（日鉄鉱業社製）の各グレ
ードのもの、さらには粒子表面をアルミナ処理、各種脂肪酸等で処理したグレードを用い
ることができる。
【００８１】
　これらの無機粉体の含有量は、消しゴム63Aの全量に対して、好ましくは、１０～５０
重量％、さらに好ましくは、１０～３０重量％含有されていることが望ましい。
　この含有量が１０重量％未満であると、紙面から鉛筆粉などを掻き取る効果が小さくな
り消去性が低下し、一方、５０重量％を超えると、摩耗が多く消しカスが多くなりすぎる
ため、好ましくない。
【００８２】
　本実施の形態の消しゴム63Aにおいて、上記アクリル系樹脂粉末、可塑剤、無機粉体以
外には、他の基材成分を含有することが好ましく、さらに必要に応じて、通常の消しゴム
等に用いられている各種配合剤を所望量配合して成形することにより、シャープペンシル
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芯61Cによる筆記描線の消去時に、紙面を汚すことがなく、確実に消去することができる
と共に、消しカスがほとんど出ない消しゴム63Aを製造することができるものとなる。
　用いることができる他の基材成分としては、特に限定されず、たとえば、各種の熱可塑
性樹脂、合成ゴムなどの少なくとも１種を使用することができ、好ましくは、熱可塑性樹
脂が望ましい。
　熱可塑性樹脂としては、たとえば、塩化ビニル樹脂（ＰＶＣ）、その共重合体（たとえ
ば、塩化ビニル酢酸ビニル共重合体）などの塩化ビニル系樹脂、エチレン酢酸ビニル共重
合体、エチレンアクリル酸共重合体、ポリオレフィン、塩素化ポリオレフィンなどが挙げ
られる。合成ゴムとしては、たとえば、ブチルゴム、ブタジエンゴム、ニトリルゴム、ニ
トリルブタジエンゴム、スチレンブタジエンゴムなどが挙げられる。特に好ましくは、塩
化ビニル樹脂（ＰＶＣ）、又は、その共重合体（塩化ビニル酢酸ビニル共重合体）など塩
化ビニル系樹脂である。
【００８３】
　好適に用いられる上記塩化ビニル系樹脂としては、具体的には、ポリ塩化ビニルとして
カネビニールシリーズ（カネカ社製）、ビニカシリーズ（三菱化成ビニル社製）、リュー
ロンペーストシリーズ（ホモポリマー及びコポリマー：東ソー社製）等が挙げられ、これ
らは、単独でも２種以上併用してもよい。
　これらの熱可塑性樹脂などの他の基材成分の含有量は、硬さ、弾力、消去性、消しカス
量の点から、消し具全量に対して、好ましくは、１０～５０重量％、さらに好ましくは、
１５～３０重量％含有されていることが望ましい。
【００８４】
　また、必要に応じて、各種配合剤、たとえば、上記基材成分（特に塩化ビニル系樹脂）
の高温における劣化を防止するために、たとえば、ステアリン酸Ｃａ－Ｚｎなどの熱安定
剤を用いることができる。また、粘度調整剤、滑剤、溶剤、着色剤、紫外線吸収剤、防腐
剤、防黴剤、芳香剤などを適宜量配合することができる。
　さらに、基材成分としてゴムや、エラストマーを用いた場合には、たとえば、軟化剤、
加硫剤、加硫促進剤、充填剤、老化防止剤、着色剤などを適宜量配合することができる。
【００８５】
　本実施の形態の消しゴム63Aは、上記アクリル系熱可塑性樹脂粉末、可塑剤及び無機粉
体、さらに必要に応じて、他の基材成分、上記各種配合剤のそれぞれ所定量を常法により
混練することにより調製した後、好ましい形状に成形して作製することができる。
　消しゴム63Aの形状としては、前述の通り円柱状である。
【００８６】
　本実施の形態の消しゴム63Aが、なぜ、消しカスが出る従来の消しゴムよりも、シャー
プペンシル芯61Cによる筆記描線に対して、消去時に、紙面を汚すことがなく、確実に消
去することができ、しかも、消しカスや表面のバリの発生がほとんど出ないものとなるか
は以下のような作用機構によるものである。
　すなわち、本実施の形態の消しゴム63Aでは、上記アクリル系熱可塑性樹脂粉末、可塑
剤及び無機粉体を少なくとも含有し、たとえば、上記アクリル系熱可塑性樹脂粉末として
、コアシェル構造のアクリル系熱可塑性樹脂粉末、無機粉体として、塩基性炭酸カルシウ
ム多孔体等、可塑剤とを少なくとも含有することにより、筆記描線に擦り付けると消しゴ
ム63Aの内部の吸液性多孔体に黒鉛が吸着し、紙面から黒鉛が消去され、吸着された黒鉛
は吸液性多孔体の吸着能力により拡散され、上記アクリル系熱可塑性樹脂粉末の含有によ
り、吸着力が増強され、消しカスや消しゴム63Aの表面のバリの発生もほとんど生じるこ
となく、しかも、一旦吸着した黒鉛は再度紙面に移ることがないので紙面を汚すことがな
く、確実に消去することができるものとなる。したがって、本実施の形態の消しゴム63A
は、消しカスをほとんど生じることなく、筆記描線の消去性に優れ、しかも、消しゴム63
Aの表面のバリの発生もないものとなる。なお、本実施の形態の消しゴム63Aは、消去の度
に吸着した黒鉛等を消し具内に拡散、蓄積していくものであり、たとえば、消しゴム63A
の色を白色とした場合には、消去の度ごとに消しゴム63Aの色は黒色度が増加していくも
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のとなる。
【００８７】
　この消しゴムリフィル63が先軸51Bから突出している状態では、筆記具50は、先端から
突出する消しゴム63Aにより、シャープペンシル芯61Cにより筆記された描線を消去可能な
消去具として機能することとなる。そして、使用により消しゴム63Aの先端が黒くなって
消去が困難になったら、一旦先軸51Bを後軸51Aから取り外して図１２に示すような状態と
してから、消しゴムリフィル63を摘まんで引き離すことで、図１４（Ａ）に示すように単
離することができる。この状態において、まず、ストッパ63Dを取り外し、次いで消しゴ
ム63Aの先端を摘まんで引き出し、黒くなった部分をカッター等にて切断する。そして、
再び消しゴム63Aの先端が適宜の長さだけ突出するように再び筒部63Bへ挿入し、短くなっ
た消しゴム63Aの後端に近いストッパ孔63Eにストッパ63Dの挿入部63Lを図１４（Ｄ）に示
すように挿入すれば、再び消しゴム63Aは固定される。
【００８８】
　（２－６）固形芯リフィル62
　固形芯リフィル62の形状は、図１７に示すように、筒部62B、接続部62C、ストッパ62D
及び固形芯62Aが組み合わされてなるものである。より具体的には、正面（図１７（Ｃ）
）及び背面（図１７（Ｄ）及び（Ｅ））にそれぞれ複数個かつ同数のストッパ孔62Eを備
えた細長円筒形状の筒部62Bの後端に、外径がほぼ同じ接続部62Cが装着されている。接続
部62Cの後端には、ノック棒54の先端が挿入されて接続される接続孔62Iが設けられている
（図１４（Ｅ））。また、筒部62Bの内部には、先端が円錐形状に削られた円筒形状の固
形芯62Aが挿入され（図１７（Ｅ））、その先端が筒部62Bの先端から突出している（図１
７（Ａ）～（Ｅ））。また、筒部62Bの内部に、各ストッパ孔62Eのうち正面及び背面に対
向するいずれかの一対から一部が突出した状態で（図１７（Ｅ））、ストッパ62Dが挿入
されている（図１７（Ａ）～（Ｅ））。
【００８９】
　筒部62Bの形状を図１８にて示す。筒部62Bは、略長方形状の真鍮材を、短辺を周方向と
して円筒形状に塑性変形させて形成される。それにより、元の長辺同士の間が長スリット
62Gとなっている（図１８（Ａ）、（Ｃ）、（Ｅ）及び（Ｆ））。また、筒部62Bの先端部
分には、この長スリット62Gに対してそれぞれ１２０°周方向に離間するようにして、２
つの短スリット62Hが形成されている（図１８（Ａ）、（Ｂ）、（Ｄ）及び（Ｅ））。筒
部62Bの先端部分は、これらの短スリット62H及び長スリット62Gが形成されていることで
半径方向にわずかに弾性変形が可能となっている。この弾性変形により内部に収納される
固形芯62Aを挿入することが可能となっており、さらに挿入後に軸心方向に締まることで
、挿入された固形芯62Aを保持することが可能となっている（図１７（Ｅ））。
【００９０】
　筒部62Bの正面（図１８（Ｄ））及び背面（図１８（Ｂ））には、前述した通り、それ
ぞれ複数個かつ同数のストッパ孔62Eが長手方向に沿って形成されている。そして、隣接
するストッパ孔62E同士は、該ストッパ孔62Eの直径より狭い幅の連絡部62Fにて連絡して
いる。このストッパ孔62Eは後述するストッパ62Dの一部が筒部62Bの内部から突出する箇
所である。
【００９１】
　ストッパ62Dの形状を図１９にて示す。ストッパ62Dは、長手方向に伸びる一対の弾性部
62Jと、これらを後端側で連結する連結部62Kとが、側面視で略Ｕ字型の形状を呈している
（図１９（Ａ）、（Ｃ）、（Ｅ）及び（Ｇ））。また、各弾性部62Jの先端付近からは、
それぞれ外方へ突出する略短円筒形状の挿入部62Lが設けられている（図１９（Ａ）、（
Ｃ）、（Ｄ）、（Ｅ）、（Ｆ）及び（Ｇ））。このストッパ62Dのうち一対の弾性部62J及
び連結部62Kは筒部62Bの内部に収容されるが、一対の挿入部62Lのみが内方からストッパ
孔62Eへ挿入されている（図１７（Ｅ））。これにより、一対の弾性部62Jの先端が筒部63
Bに挿入されている固形芯62Aの後端に当接し、固形芯62Aが押圧で後方へ押し戻されるの
を防いでいる（図１７（Ｅ）参照）。
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【００９２】
　本実施の形態において、固形芯リフィル62に装着される固形芯62Aは、少なくとも樹脂
成分、ワックス成分、熱変色色材及び白色の体質材を含有し、前記樹脂成分として、ロジ
ン及びロジン変成物のうち少なくとも一方を０．５重量％以上２０重量％以下の範囲で含
有し、前記ワックス成分として、融点４５℃以上のグリセリン脂肪酸エステル及びペンタ
エリスリトール脂肪酸エステルのうちの少なくとも一方を８重量％以上５０重量％以下の
範囲で含むことで、熱変色性を備える。
【００９３】
　本実施の形態の固形芯62Aにおいて、「樹脂成分」として用いられるロジン及びロジン
変成物は、一般的にロジン及びロジン変成物として分類されているものであれば、特に限
定されず、いずれも使用できる。また、ロジンの主成分であるアビチエン酸を使用するこ
とも可能である。なお、ここで「ロジン変成物」とは、ロジンのグリセリンエステル等を
いう。
　これらは、化成品、天然物を区別することなく、単独、又は２種以上混合して用いるこ
とも可能であり、目的とする固形芯62Aの着色性、硬さによって適宜選択される。
　この樹脂成分の含有率は０．５重量％以上２０重量％以下の範囲にあることとなってい
る。この含有率が０．５重量％を下回ると、平滑面での定着性が劣り着色が不十分であり
、また強度的に弱く、実用的でない。一方、２０重量％を上回ると硬く、やはり平滑面で
の定着性が劣り着色が不十分となる。
【００９４】
　本実施の形態の固形芯62Aにおいて、「ワックス成分」として用いられるグリセリン脂
肪酸エステルとしては、融点４５℃以上で一般的にグリセリン脂肪酸エステルとして分類
されているものであれば、特に限定されず、いずれも使用できる。たとえば、融点４５℃
以上のパルミチン酸グリセリド、ステアリン酸グリセリド等、また、モノグリセリド、ジ
グリセリド、トリグリセリドのいずれも用いることができる。さらに、これら以外のもの
としては、グリセリン脂肪酸エステルを主成分とするハゼロウ、ウルシロウ等のモクロウ
類、ヤマハゼロウ、ヤマウルシロウ等のスマックワックス類等の天然物のいずれをも用い
ることができる。
【００９５】
　本実施の形態の固形芯62Aにおいて、「ワックス成分」として用いられるペンタエリス
リトール脂肪酸エステルとしては、融点４５℃以上で一般的にペンタエリスリトール脂肪
酸エステルとして分類されているものであれば、特に限定されず、いずれも使用できる。
たとえば、融点４５℃以上のパルミチン酸ペンタエリスリット、ステアリン酸ペンタエリ
スリット等、また、モノペンタエリスリット、ジペンタエリスリット、トリペンタエリス
リット、テトラペンタエリスリットのいずれも用いることができる。なお、融点が４５℃
を下回ると、実用上の強度が弱すぎ、固形芯62Aを細く成形すると折れやすくなる。
【００９６】
　これら本実施の形態の固形芯62Aに用いるグリセリン脂肪酸エステル及びペンタエリス
リトール脂肪酸エステルは、化成品、天然物を区別することなく、単独、又は２種以上混
合して用いることも可能であり、目的とする固形芯62Aの着色性、硬さによって適宜選択
される。
　上記ワックス成分の含有率は８重量％以上５０重量％以下の範囲にあることとなってい
る。この含有率が８重量％を下回ると固形芯62Aは硬く、平滑面での定着性が劣り着色が
不十分となる。一方、５０重量％を上回ると固形芯62Aは強度的に弱くなり、実用的でな
い。
【００９７】
　本実施の形態の固形芯62Aに用いる「熱変色色材」とは、たとえば、少なくともロイコ
染料、顕色剤、変色温度調整剤から構成される熱変色性組成物であって、これらの材料を
封入してマイクロカプセル顔料としたものも含まれる。マイクロカプセル顔料は、その壁
材を強固にする点から、マイクロカプセル粒子の壁材が、架橋を可能とするモノマー、ポ
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リマーあるいは架橋材を含む重合物などから形成される高分子樹脂の壁材から形成され、
この熱変色組成物を内包させることが望ましい。
【００９８】
　本実施の形態の固形芯62Aに用いるロイコ染料としては、電子供与性染料で、発色剤と
して機能するものであれば、特に限定されるものではない。具体的には、優れた発色特性
を得る点から、たとえば、３，３－ビス（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－６－ジメチル
アミノフタリド、３－（４－ジエチルアミノフェニル）－３－（１－エチル－２－メチル
インドール－３－イル）フタリド、３－（４－ジエチルアミノ－２－エトキシフェニル）
－３－（１－エチル－２－メチルインドール－３－イル）－４－アザフタリド、１，３－
ジメチル－６－ジエチルアミノフルオラン、２－クロロ－３－メチル－６－ジメチルアミ
ノフルオラン、３－ジブチルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－ジエチ
ルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７
－キシリジノフルオラン、２－（２－クロロアニリノ）－６－ジブチルアミノフルオラン
、３，６－ジメトキシフルオラン、３，６－ジ－ｎ－ブトキシフルオラン、１，２－ベン
ツ－６－ジエチルアミノフルオラン、１，２－ベンツ－６－ジブチルアミノフルオラン、
１，２－ベンツ－６－エチルイソアミルアミノフルオラン、２－メチル－６－（Ｎ－ｐ－
トリル－Ｎ－エチルアミノ）フルオラン、２－（Ｎ－フェニル－Ｎ-－メチルアミノ）－
６－（Ｎ－ｐ－トリル－Ｎ－エチルアミノ）フルオラン、２－（３’－トリフルオロメチ
ルアニリノ）－６－ジエチルアミノフルオラン、３－クロロ－６－シクロヘキシルアミノ
フルオラン、２－メチル－６－シクロヘキシルアミノフルオラン、３－メトキシ－４－ド
デコキシスチリノキノリンなどが挙げられ、これらは、単独（１種）で又は２種以上を混
合して（以下、単に「少なくとも１種」という）用いることができる。
　さらに、黄色ないし赤色の発色を発現させるピリジン系化合物、キナゾリン系化合物、
ビスキナゾリン系化合物等も用いることができる。
　これらのロイコ染料は、ラクトン骨格、ピリジン骨格、キナゾリン骨格、ビスキナゾリ
ン骨格等を有するものであり、これらの骨格（環）が開環することで発色を発現するもの
である。
【００９９】
　本実施の形態の固形芯62Aに用いる顕色剤は、ロイコ染料を発色させるものである。結
晶状態の粒子から構成され、この結晶状態でインク中に含有されるものである。
　具体的に用いることができる顕色剤としては、発色特性に優れるインクを得る点から、
たとえば、ｏ－クレゾール、ｔｅｒｔ－ブチルカテコール、ノニルフェノール、ｎ－オク
チルフェノール、ｎ－ドデシルフェノール、ｎ－ステアリルフェノール、ｐ－クロロフェ
ノール、ｐ－ブロモフェノール、ｏ－フェニルフェノール、ヘキサフルオロビスフェノー
ル、ｐ－ヒドロキシ安息香酸ｎ－ブチル、ｐ－ヒドロキシ安息香酸ｎ－オクチル、レゾル
シン、没食子酸ドデシル、２，２－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）プロパン、４，４
－ジヒドロキシジフェニルスルホン、１，１－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）エタン
、２，２－ビス（４’－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン、ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）スルフィド、１－フェニル－１，１－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）
エタン、１，１－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）－３－メチルブタン、１，１－ビス
（４’－ヒドロキシフェニル）－２－メチルプロパン、１，１－ビス（４’－ヒドロキシ
フェニル）ｎ－ヘキサン、１，１－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）ｎ－ヘプタン、１
，１－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）ｎ－オクタン、１，１－ビス（４’－ヒドロキ
シフェニル）ｎ－ノナン、１，１－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）ｎ－デカン、１，
１－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）ｎ－ドデカン、２，２－ビス（４’－ヒドロキシ
フェニル）ブタン、２，２－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）エチルプロピオネート、
２，２－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）－４－メチルペンタン、２，２－ビス（４’
－ヒドロキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス（４’－ヒドロキシフェ
ニル）ｎ－ヘプタン、２，２－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）ｎ－ノナンなどが挙げ
られ、これらは、少なくとも１種用いることができる。
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【０１００】
　本実施の形態の固形芯62Aに用いる変色温度調整剤は、加熱溶融した状態でロイコ染料
と顕色剤の結合を遮断して消色状態をなし、再度変色温度調整剤を融点以下に冷却するこ
とで変色温度調整剤が結晶化し、発色状態になることを繰り返し、その変化は可逆的に変
色温度調整剤の融点を境にして呈するものである。また、加熱溶融した状態でロイコ染料
と顕色剤の結合を遮断して消色状態をなし、再度変色温度調整剤の融点に冷却しても、そ
の融点では変色温度調整剤が結晶化せず、消色状態を維持するものを用いることができる
。後者の変色温度調整剤は、融点よりさらに数度から数十度温度を下げることで結晶化し
、発色状態をなすヒステリシス特性を有する準可逆的な変化を呈するものであり、さらに
再度加熱、冷却することでこの変化は繰り返し消発色を呈するものである。
【０１０１】
　本実施の形態の固形芯62Aに用いることができる変色温度調整剤は、上記機能を有する
ものであれば、特に限定されず、たとえば、水酸基、エステル結合、エーテル結合、アミ
ド結合などの極性基を、少なくとも１つ有する化合物、具体的には、デカン酸、ドデカン
酸、テトラデカン酸、ペンタデカン酸、ヘキサデカン酸、ヘプタデカン酸、オクタデカン
酸、ノナデカン酸、イコサン酸、ドコサン酸、テトラドコサン酸、ヘキサドコサン酸、オ
クタドコサン酸などの飽和脂肪酸、カプリルアルコール、ラウリルアルコール、ミリスチ
ルアルコール、セチルアルコール、ステアリルアルコール、ベヘニルアルコール、イソス
テアリルアルコール、パルミトレイルアルコール、などの高級アルコール、上記脂肪酸と
アミンのアミド類、上記脂肪酸とアルコールのエステル類、上記高級アルコールと、グリ
セリン、プロピレングリコール、エチレングリコールとのエーテル類などが挙げられ、ま
た、ジフェニルプロパンジオン、ジベンジオキシベンゼン、ジフェノキシベンゼン、ジイ
ソプロピルナフタレン、ベンジルビフェニル、ベンジルナフチルエーテル、ジベンジルス
ルホキシド、ジメチルテレフタレート、ジフェニルカルボネート、ジフェニルスルホン、
フルオランテン、フルオレン、メチルヒドロキシナフタレート、フェニルヒドロキシナフ
タレート、ステラニリド、などの芳香族化合物などが挙げられ、これらは、少なくとも１
種用いることができる。
【０１０２】
　マイクロカプセル顔料は、平均粒子径が０．１～２０μｍであって、壁膜はエポキシ樹
脂、ポリアミド樹脂、アクリロニトリル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリウレア樹脂、尿素
－ホルムアルデヒド系樹脂、メラミン－ホルムアルデヒド系樹脂、ベンゾグアナミン樹脂
、ブチル化メラミン樹脂、ブチル化尿素樹脂、尿素－メラミン系樹脂等のアミノ樹脂の他
、アクリル樹脂、マレイン酸樹脂、シリコーン樹脂、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデ
ン、ポリ酢酸ビニル、ポリスチレンなどで形成されたものであり、この熱変色組成物を内
包させたものである。これらの樹脂の他、ゼラチン、デンプン、アラビアガム、ポリアク
リル酸ナトリウム、ヒドロキシエチルセルロース、メチルセルロース、ポリアクリル酸エ
ステル、エチルセルロース、酢酸セルロースなどで形成されてもよいものである。
【０１０３】
　本実施の形態の固形芯62Aの「熱変色色材」をマイクロカプセル顔料とする場合には、
少なくとも上記ロイコ染料、顕色剤、変色温度調整剤からなる熱変色性組成物を平均粒子
径が０．１～２０μｍとなるように、マイクロカプセル化することにより製造することが
できる。
　マイクロカプセル化法としては、たとえば、界面重合法、界面重縮合法、ｉｎ　ｓｉｔ
ｕ重合法、液中硬化被覆法、水溶液からの相分離法、有機溶媒からの相分離法、融解分散
冷却法、気中懸濁被覆法、スプレードライニング法などを挙げることができ、用途に応じ
て適宜選択することができる。
　たとえば、水溶液からの相分離法では、ロイコ染料、顕色剤、変色温度調整剤を加熱溶
融後、乳化剤溶液に投入し、加熱撹拌して油滴状に分散させ、次いで、カプセル膜剤とし
て、たとえば、壁膜がアミノ樹脂で形成できる樹脂原料などを使用、アミノ樹脂溶液、具
体的には、メチロールメラミン水溶液、尿素溶液、ベンゾグアナミン溶液などの各液を徐
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々に投入し、引き続き反応させて調製後、この分散液を濾過することにより目的の熱変色
性のマイクロカプセル顔料を製造することができる。
【０１０４】
　これらのロイコ染料、顕色剤、変色温度調整剤の含有量は、用いるロイコ染料、顕色剤
、変色温度調整剤の種類、マイクロカプセル化法などにより変動するが、ロイコ染料１に
対して、質量比で顕色剤０．１～１００、変色温度調整剤１～１００である。また、カプ
セル膜剤は、カプセル内容物に対して、質量比で０．１～１である。
　本実施の形態の固形芯62Aのマイクロカプセル顔料では、上記ロイコ染料、顕色剤及び
変色温度調整剤の種類、量などを好適に組み合わせることにより、各顔料の色、任意の発
色温度、消色温度とすることができる。
【０１０５】
　本実施の形態の固形芯62Aの「熱変色色材」をマイクロカプセル顔料とする場合には、
壁膜が樹脂で形成されることが好ましく、さらに好ましくは、製造性、保存安定性、筆記
性の点から、メラミン樹脂を含むアミノ樹脂等の熱硬化樹脂で形成されることが望ましい
。マイクロカプセル顔料の壁膜の厚さは、必要とする壁膜の強度や描線濃度に応じて適宜
決められる。
【０１０６】
　「熱変色色材」がマイクロカプセル顔料である場合の平均粒子径は、着色性、発色性、
易消色性、安定性の点、及び、筆記性への悪影響を抑制する点から、０．１～２０μｍ、
さらに好ましくは、０．２～５．０μｍであるものが望ましい。なお、本実施の形態の固
形芯62Aで言及する「平均粒子径」は、レーザー回折・散乱式粒子径粒度分布測定装置（
レーザー回折散乱式粒度分布計ＭＴ３０００（日機装株式会社製））にて、平均粒子径（
体積基準分布による算術平均径）を測定した値である。
　この平均粒子径が０．１μｍ未満であると、十分な描線濃度が得られず、一方、２０μ
ｍを越えると、筆記性の劣化、マイクロカプセル顔料の分散安定性の低下、摩擦による筆
記面からの脱離が発生し、好ましくない。
　なお、上記範囲（０．１～２０μｍ）となる平均粒子径のマイクロカプセル顔料は、マ
イクロカプセル化法により変動するが、水溶液からの相分離法などでは、マイクロカプセ
ル顔料を製造する際の攪拌条件を好適に組み合わせることにより調製することができる。
【０１０７】
　本実施の形態の固形芯62Aにおいて、「熱変色色材」の含有量は、インク組成物全量に
対して、好ましくは、５～３０重量％、さらに好ましくは、１０～２５重量％である。
　この熱変色色材（顕色粒子）の含有量が５重量％未満であると、着色力、発色性が不十
分となり、一方、３０重量％を超えると、カスレが生じやすくなり、好ましくない。
【０１０８】
　本実施の形態の固形芯62Aにおける「熱変色色材」の他、色材として通常の顔料を含む
ことができる。その顔料としては、ジスアゾイエローＡＡＡ、ピラゾロンオレンジ等のア
ゾ系有機顔料、フタロシアニンブルー、フタロシアニングリーン等のシアニン系有機顔料
、キナクリドンレッド等の高級有機顔料、ファナルカラー等染付け顔料、蛍光顔料、カー
ボンブラック、鉄黒、弁柄、紺青等の無機顔料等をすべて用いることができる。
【０１０９】
　本実施の形態の固形芯62Aにおける「白色の体質材」としては、二酸化チタン、炭酸カ
ルシウム、カオリン、タルク、沈降性硫酸バリウム、マイカ、窒化ホウ素、チタン酸カリ
ウムウィスカー、塩基性硫酸マグネシウムウィスカーのウィスカー類等公知の体質材であ
って、白色を呈するものをすべて用いることができる。
　ここで、「二酸化チタン」としてはルチル、アタナーゼを問わず従来公知の二酸化チタ
ンをすべて用いることができる。しかし、透明プラスチック、ガラス等透明な板面に濃く
明確に描画することを目的とするには、触媒用二酸化チタンは粒子径が細かく、薄い描画
面となり、好ましくないが、下記の通り、下地を透かして見るアンダーラインマーカーと
する場合には逆に好都合である。
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　また、たとえば、二酸化チタンを添加せずに、これらの白色の体質材のみを添加して変
色性の固形芯62Aを組成すると、半透明の描線が引けて下地が透けて見えるアンダーライ
ンマーカーとして利用できるほか、この描線の上から半透明のシートをさらに被せてコピ
ーをとると、複写物においては描線を引いた箇所が消去されて、即席の穴埋め問題集とな
る。
【０１１０】
　この固形芯リフィル62が先軸51Bから突出している状態では、筆記具50は、先端から突
出する固形芯62Aにより、熱変色性を有する描線を筆記可能となる。そして、使用により
固形芯62Aが摩耗して短くなったら、一旦先軸51Bを後軸51Aから取り外して図１２に示す
ような状態としてから、固形芯リフィル62を摘まんで引き離すことで、図１７（Ａ）に示
すように単離することができる。この状態において、まず、筒部62Bの先端から突出して
いる固形芯62Aの先端を摘まんで引き出し、先端を適宜切削等する。それから再び筒部62B
へ挿入する。次いで、一対の挿入部62Lを内方へ押圧して弾性部62Jを撓ませ、そのままス
トッパ62Dを前方へスライドさせ、固形芯62Aの後端と当接したところで押圧を解けば、短
くなった固形芯62Aの後端に近いストッパ孔62Eに挿入部62Lが図１７（Ｅ）に示すように
内方から挿入され、再び固形芯62Aは固定される。
【０１１１】
　（２－７）摩擦用ラバーリフィル64
　摩擦用ラバーリフィル64の形状は、図２０に示すように、筒部64B、接続部64C、ストッ
パ64D及び摩擦用ラバー64Aが組み合わされてなるものであり、前記消しゴム63Aが摩擦用
ラバー64Aに置換された以外の各部材の構成は、前記消しゴムリフィル63の各部材の構成
とそれぞれ共通するものである。
　本実施の形態において、摩擦用ラバーリフィル64に装着される摩擦用ラバー64Aとして
は、シリコーン樹脂、スチレンを含む樹脂、フッ素系樹脂、クロロプレン樹脂、ニトリル
樹脂、ポリエステル系樹脂、エチレンプロピレンジエンゴム（ＥＰＤＭ）等の軟質樹脂（
ゴム、エラストマー）や、ポリアセタール樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂
、ＡＢＳ樹脂、ポリカーボネイト樹脂、ポリエステル樹脂等の硬質樹脂を用いることがで
きる。特に、上記の硬質樹脂のうち、ＪＩＳ　Ｋ　６２５３におけるデュロメータタイプ
Ａの硬度が６０以上の硬質樹脂が好ましい。この硬度が６０未満であると軟らかすぎるた
め筆跡を摩擦して変色させる際の摩擦熱の発生が難しくなる。好ましくは６５以上１００
以下、より好ましくは７０以上９０以下とすれば、問題なく摩擦熱によって筆跡を変色さ
せることができる。
【０１１２】
　なお、摩擦用ラバーリフィル64の他の例として、図２１に示すような形状のものも使用
できる。この例における摩擦用ラバーリフィル64は、金属製で円筒形状の前筒64E及びこ
の前筒64Eより長い金属製で円筒形状の後筒64Fが、金属又は合成樹脂製の介在部64Hによ
り連結された構成を有している。また、前筒64Eの前半部分には、より小径かつ短い金属
製で円筒形状の中筒64Gが摺動可能に挿入されている。中筒64Gの前端から後方に向かって
半ばを過ぎた箇所まで、長手方向に沿った一対のスリット64Pが形成されている。このス
リット64Pの意義については、前記固形芯リフィル62の筒部62Bにおける長スリット62G及
び短スリット62H並びに前記消しゴムリフィル63の筒部63Bにおける長スリット63G及び短
スリット63Hと同様である。このスリット64Pによる中筒64Gの先端部分の弾性変形を利用
して、中筒64Gの先端から円柱形状の摩擦用ラバー64Aが挿入可能であり、挿入後はこの弾
性変形の復元力で保持されることとなっている。
　介在部64Hは、前筒64Eの後端から摺動可能に挿入される円柱形状の摺動部64Jと、この
摺動部64Jの前方に位置するとともに外径がやや小径で中筒64Gの後端に圧入又はポンチ止
め等で固定される部分である円柱形状の前方挿入部64Iと、後筒64Fの前端から圧入又はポ
ンチ止め等で固定される円柱形状の後方挿入部64Lと、摺動部64J及び後方挿入部64Lより
小径でこれらを連結する円柱形状の縮径部64Kと、縮径部64K及び後方挿入部64Lの境界に
位置し後筒64Fの前端に当接するフランジ64Mとで構成される。ここで、中筒64Gの後端は
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、摺動部64Jと前方挿入部64Iとの間の前方段部64Nと当接している（図２１（Ｃ））。ま
た、縮径部64Kの外周にはスプリング64Qが外挿される（図２１（Ａ）及び（Ｂ））。スプ
リング64Qの前端は、前筒64Eの後端縁に形成されている後方段部64Oに当接している。ま
た、スプリング64Qの後端は、介在部64Hのフランジ64Mに当接している。すなわち、スプ
リング64Qは、前筒64Eと後筒64Fとの間に介装されることとなっている。
　なお、後筒64Fの開放している後端（図２１（Ａ）及び（Ｂ））には、固形芯リフィル6
2の接続部62C及び消しゴムリフィル63の接続部63Cと同様の図示しない接続部が接続され
、これを介して対応するノック棒54にこの摩擦用ラバーリフィル64が接続される。
【０１１３】
　軸筒51の内部に収容されている状態では、図２１（Ａ）に示すように、スプリング64Q
の付勢力により前筒64Eが後筒64Fから離間する方向に付勢されており、これにより前筒64
Eが摩擦用ラバー64Aの先端を完全に覆っている。これは、ノック動作で摩擦用ラバー64A
が前方へ移動する際、摩擦用ラバー64Aは前筒64Eが覆っているため摩擦用ラバー64Aの先
端が先軸51Bの内径部に接触しないようになっている。
　この状態から、対応するノック棒54が操作されると、摩擦用ラバーリフィル64は前方へ
移動する。このとき、図２１（Ｂ）に示すように、前筒64Eの先端は、先軸51Bの先端開口
の近傍に当接してそこで前方への移動が阻止される。一方、ノック棒54から後筒64F及び
介在部64Hに加えられた押圧力は、スプリング64Qを圧縮しつつ、先端に連結されている中
筒64Gをさらに前進させ、その先端を先軸51Bの先端開口から突出させる。この状態で摩擦
用ラバー64Aが先軸51Bの先端から露出することで、摩擦用ラバーによる描線の消去が可能
となっている。
　図２１（Ｂ）に示す状態からノック棒54を元の位置へ後退させると、圧縮されていたス
プリング64Qの復元力で介在部64Hが後方へ移動し、それにより中筒64Gも後退することで
、図２１（Ａ）に示すように、摩擦用ラバー64Aが中筒64Gに完全に覆われた状態に復帰す
ることとなる。
【０１１４】
　（２－８）筆記具取付部品10
　筆記具取付部品10は、図２２～２４に示すような構造を有する。すなわち、略円柱状の
基部20の後端側に、略円筒状の被覆部40が装着されている（図２２（Ａ）、（Ｃ）、（Ｄ
）、図２３（Ａ）及び図２４（Ａ）参照）。また、基部20の先端面21は、筆記具50の後端
面に合わせた凹曲面に形成されており（図２４（Ａ））、そこからステンレス製の係合爪
30が先端方向へ突設されている（図２３（Ａ）及び図２４（Ａ）参照）。係合爪30は、図
２２（Ｃ）、（Ｄ）及び図２３（Ａ）で視認されるような外部から視認される部分として
、長手方向に沿って延伸している延伸片31及びこの延伸片31の先端から中心軸方向へ直角
に折れ曲がっている係止片32と、外部からは視認されない部分として、この延伸片31の後
端から中心軸方向へ直角に折れ曲がっている取付片33（図２４（Ａ）及び図２８参照）と
から成る。係合爪30は、図１１に示すスライド窓53の５つのうち３つに対応する位置に設
けられている。なお、係合爪30は、基部20の先端面21に形成されている２個の取付孔25及
び長短２本の取付溝26を利用して基部20に装着されるが、これについてはさらに後述する
。さらに、基部20の底部には円盤状の係止板35が嵌入されていて、この係止板35を挟むよ
うにして略円柱状の機能部15が収容部24内に装着されている（図２４（Ａ）参照）。この
係止板35の先端面から突出する２個の嵌合突起36がそれぞれ取付孔25に嵌合しているが（
図２３（Ｂ）参照）、この点についても後述する。被覆部40はこの機能部15をも被覆して
いる（図２４（Ａ）参照）。本実施の形態ではこの機能部15は前述の通り被覆消去材65で
ある。基部20における軸方向と垂直な断面である図２４（Ｂ）に示すように、２個の円弧
状の取付溝26のうち、長い方には２個の係止片32が嵌合しており、一方、短い方には１個
の係止片32が嵌合している。また、より幅広の円弧状を呈する２個の取付孔25にはそれぞ
れ嵌合突起36が嵌合している。
【０１１５】
　基部20は、図２５（Ａ）、（Ｃ）及び（Ｄ）に示すように、その後端部分の外径が小さ
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くなっており、この部分が縮径部22となっている。また、この縮径部22の外周には、周方
向に沿って外方へ突出した外方係止突条23が設けられている（図２５（Ａ）、（Ｃ）及び
（Ｄ）並びに図２６（Ａ）、（Ｃ）、（Ｄ）及び（Ｆ））。さらに、この縮径部22の内部
空間は、機能部15（図４参照）を収容する収容部24となっている（図２５（Ａ）及び（Ｂ
）並びに図２６（Ａ）及び（Ｂ）参照）。また、基部20の平面視（図２５（Ｂ））では、
収容部24の底面に装着される円形の係止板35が視認される。これについては後述する。
【０１１６】
　被覆部40は、図２２及び図２４（Ａ）に示すように、前記縮径部22よりわずかに大きな
内径を有する略円筒形状を呈する。被覆部40の後端面41は緩やかな傾斜の円錐台状に形成
されている。また、被覆部40内周面のやや先端側寄りには、周方向に沿って内方へ突出し
た内方係止突条43が設けられている（図２４（Ｂ）参照）。被覆部40は合成樹脂の射出成
形により形成されている。なお、合成樹脂に帯電防止剤としてアルキルスルホン酸ソーダ
やアルキルベンゼンスルホン酸ソーダ、等を混練、成形させることで埃等の付着汚れを防
止することができる。
【０１１７】
　係合爪30及び係止板35が装着される前の基部20を図２６に示す。基部20の先端面21には
、先述の通り、２個の取付孔25及び長短２本の取付溝26が形成されている（図２６（Ｅ）
及び（Ｆ））。２個の円弧状の取付溝26のうち、長い方の取付溝26の中間にはより幅広の
円弧状を呈する取付孔25が形成されている。また、短い方の取付溝26の一端にも、同じく
より幅広の円弧状を呈する取付孔25が形成されている。これら２個の取付孔25は、収容部
24の底面まで貫通している（図２６（Ａ）及び（Ｂ））。
【０１１８】
　係止板35は、先述の通り円盤状を呈している（図２７（Ａ）、（Ｂ）、（Ｅ）及び（Ｆ
））。係止板35の先端面の周縁からは、２個の短円弧状の嵌合突起36が突出している（図
２７（Ａ）、（Ｃ）、（Ｄ）、（Ｅ）及び（Ｆ））。これらの嵌合突起36は、それぞれ前
記基部20の２個の取付孔25とそれぞれ嵌合する位置及び形状を有している。
【０１１９】
　図２８に示すように、基部20には３個の係合爪30及び係止板35が装着される。３個の係
合爪30のうち２個は、長い方の取付溝26の方にある取付孔25から後方へ向かって１個ずつ
挿入され、それぞれ取付溝26のいずれかの端へスライドさせ、取付片33を収容部24の底面
に係止させる（図２４（Ａ）参照）。一方、もう１個の係合爪30は、短い方の取付溝26の
方にある取付孔25から後方へ向かって挿入され、取付溝の反対の端へスライドさせ、同様
に取付片33を収容部24の底面に係止させる。そして、収容部24の中へ係止板35を挿入し、
２個の嵌合突起36をそれぞれ対応する取付孔25に嵌合させることで、係合爪30が固定され
る。ここで、取付孔25及び嵌合突起36はそれぞれ非対称な位置及び形状に形成されている
ため、互いに嵌合する位置が一通りに決められることとなっている。
【０１２０】
　（２－９）筆記具取付部品10の取り付け及び取り外し
　被覆部40を基部20へ装着する際には、縮径部22の後端側から被覆部40を被せ、内方係止
突条43が外方係止突条23を弾性変形により乗り越えるようにして先端方向へ押圧すると、
図２４（Ａ）に示すような装着状態となる。内部の機能部15を使用する際には、被覆部40
を把持して後方へ引っ張ると、内方係止突条43が再び弾性変形により外方係止突条23を乗
り越え、被覆部40が基部20から離れることとなる。
【０１２１】
　筆記具取付部品10を筆記具50に取り付ける際には、図２９（Ａ）及び（Ｂ）に示すよう
に、３つある係合爪30のうち長い方の取付溝26に取り付けられている２つを、５つあるス
ライド窓53のうち、いずれかの隣り合う２つの位置に合わせ、同時に、もう１つの係合爪
30を、１つ隔てたスライド窓53の位置に合わせた状態で、先端方向へ押圧する。これによ
り、延伸片31のわずかな外方への弾性変形を経て、係止片32がスライド窓53の後端へ係合
することとなる（図３０参照）。また、取り外す際には、筆記具取付部品10を強く後方へ
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引っ張ることで、延伸片31が外方へ弾性変形し、係止片32とスライド窓53との係合が解除
されることとなる。
【０１２２】
　なお、機能部15は、第２の実施形態で述べた被覆消去材65に限らず、固形芯62A、消し
ゴム63A又は摩擦用ラバー64Aを収容してもよい。また、第１の実施形態又は第２の実施形
態に示した態様に限らず、様々な筆記体56と、その各々に対応する消去体57を自由に組み
合わせてリフィル又は機能部15として装着することで、様々な消去又は変色方式の筆記体
とそれに対応する消去又は変色具を備えた筆記具を提供することができる。
【産業上の利用可能性】
【０１２３】
　本発明は、筆記具の後端に、消しゴム、摩擦用ラバー、印鑑、固形着色具、ストラップ
等の機能性の部材を装着するための取付部品として利用可能である。また、筆記具の後端
に、アクセサリー等の装飾部材を装着するための取付部品としても利用可能である。
【符号の説明】
【０１２４】
10　筆記具取付部品　　　　15　機能部
20　基部　　　　　　　　　21　先端面　　　　　　　　22　縮径部
23　外方係止突条　　　　　24　収容部　　　　　　　　25　取付孔
26　取付溝
30　係合爪　　　　　　　　31　延伸片　　　　　　　　32　係止片
33　取付片
35　係止板　　　　　　　　36　嵌合突起
40　被覆部　　　　　　　　41　後端面　　　　　　　　42　通気孔
43　内方係止突条
50　筆記具
51　軸筒
51A　後軸　　　　　　　　　51B　先軸
52　クリップ　　　　　　　53　スライド窓　　　　　　54　ノック棒
55　スライドボタン　　　　56　筆記体　　　　　　　　57　消去体
58　ガイド部材
58A　ガイド孔
59　スプリング
60　ボールペンリフィル
60A　筆記ボール　　　　　　60B　ホルダー　　　　　　60C　インク収容管
60D　継手
61　シャープペンシルリフィル
61A　芯収容管　　　　　　　61B　機構部　　　　　　　61C　シャープペンシル芯
62　固形芯リフィル
62A　固形芯　　　　　　　　62B　筒部　　　　　　　　62C　接続部
62D　ストッパ　　　　　　　62E　ストッパ孔　　　　　62F　連絡部
62G　長スリット　　　　　　62H　短スリット　　　　　62I　接続孔
62J　弾性部　　　　　　　　62K　連結部　　　　　　　62L　挿入部
63　消しゴムリフィル
63A　消しゴム　　　　　　　63B　筒部　　　　　　　　63C　接続部
63D　ストッパ　　　　　　　63E　ストッパ孔　　　　　63G　長スリット
63H　短スリット　　　　　　63I　接続孔　　　　　　　63J　半筒部
63L　挿入部
64　摩擦用ラバーリフィル
64A　摩擦用ラバー　　　　　64B　筒部　　　　　　　　64C　接続部
64D　ストッパ　　　　　　　64E　前筒　　　　　　　　64F　後筒
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64G　中筒　　　　　　　　　64H　介在部　　　　　　　64I　前方挿入部
64J　摺動部　　　　　　　　64K　縮径部　　　　　　　64L　後方挿入部
64M　フランジ　　　　　　　64N　前方段部　　　　　　64O　後方段部
64P　スリット　　　　　　　64Q　スプリング
65　被覆消去材
Ａ　黒色粒子　　　　　　　Ｂ　黒鉛粒子　　　　　　　Ｃ　カーボンナノ粒子

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】 【図２２】
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【図２３】 【図２４】

【図２５】 【図２６】
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【図２７】 【図２８】

【図２９】 【図３０】
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